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【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 6 月 12 日 























































































































【 提 出 先 】 外務 大 臣 

【 件 名 】 日 本 政府 が すみ や か に 核兵器 禁止 条約 に 署名 し 、 国 会 が 批准 する こと を 求 
め る 意見 書 

昨年 7 月 7 日 、 核 兵器 禁止 条約 を 交渉 する 国連 会 議 は 、 核 兵器 禁止 条約 を 国連 加盟 国 の 

3 分 の 2 に あたる 122 カ国 の 賛成 で 採択 し まし た 。 し か し 、 こ の 会 議 に 、 唯 一 の 戦争 被爆 

国 の 日 本 政府 は 核保有 国 と 歩調 を 合わ せ 参 加 し ませ ん で し た 。 

条約 は 、 そ の 前 文 で 核兵器 の 非 人 道 性 を 厳し く 告 発し 、 国 連 憲 章 、 国 際 法 、 国 際 人 道 法 








こ て ら し て 、 そ の 違法 性 を 明確 






































hi 絶 の 必要 性 を 明確 
条文 第 1 条 で は 、 mA 


核兵器 の 法 
産 、 製 造 、 取 得 、 保 有 、 





























加 す る 余地 を つく り 、 述 兵器 の 


参加 する 道 を つく っ て いま す 。 
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上 ee 
E し じ だ 。 
禁止 の 内 容 を 定め 、 加 盟 国 


貯蔵 」 な どの 禁止 を 義 
戚 跡 」 な ど が 禁止 され て いま す 。 第 4 条 で は 、 核 兵器 保有 
完全 廃絶 に 向け た 枠組 み が 
















































































務 づ けさ せ 、 





























明確 に さ 
































核兵器 の 悲惨 さ を 知 る 唯一 の 国 の 政府 と し て 、 下 記 の 
望 し ます 。 
記 
1 すみ や か に 核兵器 禁止 条約 に 賭 名 する こと 。 
2 来 議院 ・ 参 議院 の 両院 で すみ や か に 核兵器 禁止 条約 を 批准 する こ 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 
































に 核兵器 の 「 開 発 、 
さら に 「 使 
民 や 核 の 傘 の 下 に 
れ 、 核 保有 国 が 条約 に 

















長崎 の 被爆 者 に 言及 し 、 














実験 、 生 
用 、 使 用 する と の 
いる 国々 が 参 




















事項 に つい て 取り 組む よう 強く 要 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 6 月 15 日 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 総 務 大 臣 、 
財務 大 臣 
【 件 名 】 教 職員 定数 の 改善 及び 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 を は か る た め 


の 、 政 府 予算 拡充 を 求め る 意見 書 

















学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 
め に は 、 教 材 





困難 化す る 
























































で 子ども た ちの 豊か な 学び を 実現 する た 
究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で す 。 特 に 小学 校 に お 


いて は 、 今 年 度 か ら 新 学習 指導 要領 の 移行 期間 に 入り 、 外 国語 教育 実施 の た め 授 業 時 間 数 
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改善 な どの 施策 が 最 重要 課題 で す 。 ま た 、 明 
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日 の 


























整 な ど 対 応 に 苦慮 する 状況 と な っ て いま す 。 豊か な 学び の 実現 の た め に は 教職 員 
日 本 を 担う 子ども た ち を 育む 学校 現場 に 





























お いて 、 教 
め に 教職 員 定 数 改善 も 欠か せま せん 。 

義務 教育 費 国庫 負担 制度 に つい て は 、 「 三 位 一 体 改 革 」 の 
3 分 の 1 に 引き 下げ られ まし た 。 茂 し い 財政 状況 の 独自 
自治 体 も も ちり ます が 、 地 方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いる こと や 自 
る こ 


に 
































































































































































































































こども の 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で す 。 

よっ て 、 国 会 及び 政府 に お いて 、 地 方 教育 行政 の 実情 を 十分 に 認識 さ 
計画 的 に 教育 行政 を 進め る こと が で きる よう に する た め に 、 
強く 要請 し ます 。 






































記 
定数 改 療 を 推進 する こと 。 








1. 計画 的 な 教職 

















下記 の 措置 を 講 
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2. 教育 の 機会 均等 




















定数 





潤 員 が 人間らしい 働き 方 が で きる た め の 長 時 間 労 働 是正 が 必要 で あり 、 そ の た 


で 国庫 負担 率 が 2 分 の 1 か ら 
財源 に より 人 的 措置 を 行っ て いる 
治 体 間 の 教育 格差 が 生じ 
と は 大 き な 間 題 で す 。 国 の 施策 と し て 定数 改善 に 向け た 財源 保障 を し 、 子 ども た ち が 
弄 ど こ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で す 。 豊 か な 





治 体 が 
じ ら れ る よう 


負担 制度 の 負担 











割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 6 月 15 日 














【 提 
財務 大 臣 
【 件 名 】 国 民 の 権利 と 安心 ・ 
書 
東日本 大 震 炎 か ら 7 年 が 経 


に 向け て 全力 で 取り 組ん で きま し た 。 そ の よう な 復旧 ・ 復 9 
れ 、 公 務 ・ 公 共 サ ービス の 重要 性 や 「 構 造 政 革 」 路 線 の 間 
民 の 命 を 守り 安全 ・ 安 心 を 確保 する た め に は 、 国 と } 


















































一 方 で 政府 は 


し 、 


間 委 託 化 な ど を 推進 し て きま 
さら に 政府 は 、 
お り 、 そ の か わり に 3 





、 財 政 赤 字 の 


過す る 中 で 、 公 務 労 働 者 は 医 


安全 を まもる 公務 ・ 








・ 地 方 を 分 か た ず 、 復 興 の 実現 






























































重要 で ある こと が 改め て 明らか に な り ま し た 。 
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公務 員 の 削減 を 進め る と 








の 2 








央 が 公務 員 ・ 














司 時 に 、 


し た 。 





















































憲法 は 攻 

















さら に 政府 は 、 国 の 役割 を 地方 自 
こと か ら 住 民 の 暮らし と 命 を 守る た め に 、 
行 財政 ・ 司 法 の 拡充 が 求め られ て お り 、 そ の こと は 、 住 民 の 安全 ・ 安 : 


] 生 や 地方 分 

















E の も と に 、 
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攻 に その 

































































































































































な い 権 限 移譲 は 地方 





自治 体 に と 

















型 が 果たす べき 業 務 





地方 の 共同 に よる 責 人 




















の 地方 自 








興 の 活動 は 報道 で も 取り 上 げ ら 
題 点 が 指摘 され る と と も に 、 日 
上 と 役割 の 発揮 が 





公 的 部 門 職 員 の 人 件 費 で ある か の よう に 主 9 
中 央 省庁 再編 、 地 方 出先 機関 の 統廃合 や 

















出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 総 務 大 臣 、 


公共 サー ビス の 拡充 を 求め る 意見 






































民営 化 ・ 民 




















毎年 2 % 以 上 、5 年 間 で 109%% 以 上 の 正規 職員 の 定数 削減 を 現在 も 進め て 
常勤 職 員 が 多く 採用 され て いま す 。 
民 の 基本 的 人 権 を 保障 する 上 で 、 
弄 の 機関 が 設置 され て お り 、 こ の 機関 の 縮小 や 統廃合 、 
る も の で す 。 

また 、 地 方 名 
られ て いま す が 、 財 源 を 伴わ 


が ある こと を 定め 、 そ の た め に 


公務 員 削 減 は 、 








選 の 役割 を 放 径 す 





治 体 へ の 移管 が 進め 


っ て 重い 負担 と な っ て いま す 。 



































治 体 に 丸 投げ する 道 州 制 3 
民 の 出先 機関 の 予算 ・ 人 員 


























































































































E で 検討 し て いま す 。 こ れ ら の 
体制 を 強化 する な ど 
いい を 








広げ る こよ に よ 上 












































っ て 地域 経済 の 活性 化 、 自 治 体 財政 の 充実 を は か る 上 で も 急務 の 課題 と な っ て いま す 。 
つき まし て は 、 下 記 項 目 に つい て 早急 に 策 を 講じ られ る よう 、 地方 自治 法 第 99 条 の 規定 
に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
1. 憲法 に も と づい て 住民 の 暮らし と 命 、 安 全 ・ 安 心 を まもる た め に 、 国 の 機関 に か 
か わる 人 上 員 体 制 ・ 予 算 を 充実 させ る こと 。「 総 定員 法 」 は 廃止 し 、「5 年 間 で 10% 以 
上 」 を 削減 する 国家 公務 員 の 「 定 数 削減 計画 」 は 中 止 する こと 。 
2. 全国 一 律 の 行政 サー ビス を 提供 する 上 で 、 国 の 出先 機関 が 必要 不可 欠 で ある こと 
を 踏ま え 、 廃 止 ・ 縮 小 ・ 移 譲 な ど を 実施 し な いこ と 。 
3. 憲法 で 定め られ た 国 の 責任 を 放棄 し て 、 地 方 自治 体 に 国 の 役割 を 丸 投げ する 道 州 





制 を 導入 し な いこ と 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 6 月 15 日 
出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 
名 】 臓器 移植 の 環境 整備 を 求め る 意見 書 


移植 の 普及 に よっ て 薬剤 や 機械 で は 
者 の 命 が 救 われ て いま す 。 
蔵 器 移 植 ネ ットワーク が 構築 され て いな い 外 国 に お 
E 上 ゆ ゆ し き 間 題し と な っ て いま す 。 

民 際 移植 学会 は 、 平 成 20 年 5 月 に 「 各 国 は 、 自 
HH 国 の ドナ ー に よっ て 確保 する 努力 を すべ きだ 」 と する ヨ ョ 
ム に 関す る イス タン ブー ル 宣 言 」 を 行い 3 
年 7 月 の 臓器 の 移植 に 関す る 法 和 


















































































































































臓器 提供 者 は 年 々 


























人 、 肝 臓 で 336 人 、 腎 臓 で 12, 546 人 、 膝 臓 で 213 人 ( 


























理由 と し て ドナ ー や 
国 に お いて は 、 国 
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ける 権利 及び 移植 を 受け な い +* 
近 な も の と し て 定 
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骨 の 整備 を 
こ 応 じ た き め 細 か 
植 に つい て の 読 B 
か な 対応 が 可能 
出 手術 か ら 移送 3 
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臓器 移植 ネッ トワ ー ク が 構築 され て いな い 医 
いよ う 必要 な 対策 を 講ず る こと 。 
"ロー カー の 厳罰 化 

患者 へ の 渡航 移植 の 危険 司 
者 で ある こと を 覚 知 し た 際 、 厚 生 労働 省 へ の 告知 義務 
違法 と 知ら な いで 臓器 移植 を 受け て し まっ た 、 善 意 の レシ ピエ ント へ の 精神 面 で 
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医師 が 臓器 移植 を 受け た 」 
































\ 




















fY R 











山 
CU 


困難 で あっ た 臓器 の 機 





~ 
に 月 








回 復 が 可能 と な り 、 多 


DD 


5 ける 移植 は 臓器 売買 等 の 懸念 














国民 の 移植 ニー ズ に 足る 臓器 を 


の 「 臓 器 取 引 と 移植 ツー リズ 


E し た 。 こ うし た 動き が 我が国 に お ける 平成 22 
ま の 改正 に つなが り 、 本 人 の 意志 が 不明 な 場合 で あっ て も 
家族 の 承諾 に より 臓器 を 提供 する こと が 可能 と な り ま し た 。 同 法 の 改正 以後 、 脳 死 下 で の 
F 成 28 年 の 臓器 提供 者 数 は 64 人 と な っ て いま す 。 

日 時 点 に お ける 臓器 移植 希望 者 数 が 心臓 で 653 人 、 肺 で 337 
日 本 臓器 移植 ネッ トワ ー ク ) と な っ 
て いる な ど 、 心 肺 停止 後 の も の を 含め て も 臓器 提供 数 が 必要 数 を 大 きく 下回っ て お り 、 そ 
典 者 数 が 少な いこ と が 指摘 され て いま す 。 

民 の 臓器 を 提供 する 権利 、 
E 利 を 同等 に 尊 
させ る た め 、 下 記 の 事項 





























臓器 を 提供 し な い 権 利 、 移 植 を 受 
し つつ 、 臓 器 移 植 を 国民 に と っ て 安心 で 身 
取り 組む よう 強く 要望 し ます 。 



































』 さ を 考え る 中 で 臓器 移植 に か か る 意 





骨 や すこ と が で きる よう 臓 








表示 に つい て 具体 的 に 考え 、 
移植 に 係る 更 な る 族 発 に 努 











図る た め 、 マ ニュ アル の 整備 、 研 修 会 の 開 
支援 を 行う こと 。 
月 か ら 臓 器 提 供 の アフ ター ケア まで 、 ド ナー の 家族 に 対し て 




















な る よう な 移植 コー ディ ネ 
E で を 担う 臓器 移植 施設 の 担当 医 に お いて 負担 軽減 対策 を 講 









































ター の 確保 を 支援 する こと 。 


に お いて 臓器 移植 を 受け る こと 


上 の 告知 義務 


























に より 意見 書 を 提出 し 








すら 




















市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
普代 村 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 6 月 19 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 内 閣 官 房 長官 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 
【 件 名 】 国 民 の 権利 と 安心 ・ 安 全 を まもる 公務 ・ 公 共 サ ービス の 拡充 を 求め る 意見 
書 
東日本 大 震 炎 の 発生 か ら 7 年 が 経過 し まし た 。 こ の 間 、 公 務 労 働 者 は 国 ・ 地 方 を 分 か た 





ず 、 復興 の 実現 に 
全て の 地方 














デー 


| 


























向け 





























} 


= 天 志 








れ ま 


方 針 」 
その た め 


張 し 、 








し た 。 これ ら 
さら に 政府 は 


に 





、 現場 で 





数 は 約 7 万 人 に 


れる 不安 定 な 雇 
ます 。 


行政 機関 、 
機関 の 縮 
































憲法 は 











政府 は 、 
公務 員 の 削減 を 進め る と 
民間 委託 化 な ど を 推進 し て きま 
30 万 人 以下 に まで 減少 し ま し た 。 岩 手 県 内 で は 、 法 務 
は 地方 自治 体 に と っ て も 
、「 総 人 件 費 抑 制 」 を 前 提 と し た 「 国 の 行政 機関 の 機構 ・ 
年 間 で 10% 以 上 の 定員 削減 を 現在 も 進め て いま す 。 
当 や せ ず 、 そ の 代わ り に 非常 
常勤 職員 は 3 年 で 一 有 
NT 











て 全力 で 取り 組ん で き ヨ 
先 機 関 が 本 省 と 一 体 と な っ て 役 書 
・ 復 興 の 活動 は 報道 で も 』 
線 の 問題 点 が 指摘 され る と と も に 
方 の 共同 に よる 責 介 


以 り 上 げ ら れ 、 














口 















































基づい て 、 毎 年 2 % 以 上 、5 














は 正規 職員 が 











の ぼっ て いま す 。 非 
1] で あり 、 処 過 











も 


クノ か 


ye 




















国 の 機関 で は これ ら の 活動 に あたり 











公務 ・ 公 共 ~+ 




































































国民 の 基本 的 人 権 を 保障 する 上 で 、 


J 





























国立 病 
ヽ や 統 廃 
地方 創 











また 。 


用 


生 や 地 方 分 





試験 ・f 
員 邊 
# 





院 、 














公務 





ロロ ュ 














進め られ て いま す 


て いま 





す 。 この 


これ ら の こと か ら 
する な ど 行 財政 ・ 


こと に よっ て 地域 経済 の 活 


上 政 














が 、 財 肖 
は 、 


民 の 暮らし と 命 























I 

















究 機関 、 
| 減 は 
E の 名 の も と に 


型 の 役割 


性 化 、 自 











重大 な 問題 で す 。 





私 に その 





坊 
国 の 役 震 











A 








判 所 な ど 琴 














を 発 押 し て きた と ころ で す 。 そ う し た 復 








ービス の 重要 性 や 「 構 造 改 革 」 路 









































、 国 民 の 命 を 守り 安全 ・ 安 心 を 確保 する た め に は 、 国 と 

E と 役割 の 発揮 が 重要 で ある こと が あら た め て 明らか に な り ま し た 。 
財政 赤字 の 原因 が 公務 員 ・ 公 的 部 門 職 員 の 人 件 費 に ある か の よう に 主 
同時 に 、 中 央 省庁 再編 、 地 方 出先 機関 の 統廃合 や 民営 化 ・ 
し た 。 そ の 結果 、1967 年 に 約 90 万 人 だ っ た 国家 公務 員 は 























局 の 大 幅 な 廃止 ・ 統 合 な ど が 実施 さ 

















トコ ん 
定員 管 














理 に 関す る 





























et 採用 され 、 そ の 
か けら れる か 雇い 止め さ 

















公募 


= マ 
責務 


の 機関 が 設 


が ある こと を 定め 、 そ の た め に 
置 さ れ て お り 、 こ れ ら の 





を 放棄 する も の で す 。 


a EE が ミ 果 た 











を 地方 自 
n を 守る た め 








RnR を と も な わな い 権 限 委 譲 は 地方 E 
人 











、 国 の 出先 機関 の 予算 ・ 

















す 。 


以上 の よう な 趣 





こも と づ 
i ・ 予 算 














国家 公務 





























旧 か ら 、 以 下 の 項 





‘て 住 
を 充実 


民 の 暮 ら 











ほ 目 に つい て 、 











させ る こと 。 


























EU 


治 体 へ の 移管 カ 
治 体 に と っ て 重い 負担 と な っ 
討 し て いま す 。 
人 員 体 制 を 強 1 


安全 ・ 安 心 を 拡げ る 


すべ べき 業 務 の 地方 自 



























































ビ 
し 4 


























ルー 





民 の 











治 体 財 政 の 充実 を 




















員 の 「 定 員 削 減 計画 」 は 中 止 す る こと 


RR 


急務 





る 上 で も の 課題 と な っ て いま 





区 








国 に 働き か け て いた だ く よ う 要望 し ます 。 


国 の 機関 に か か わる 
上 生 PP 








ェ 機 関 が 必 要 不 可 欠 で ある こと を ふ 
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まえ 、 廃 止 ・ 縮 小 ・ 委 譲 な ど を 実施 し な いこ と 。 

3 憲法 で 定め られ た 国 の 責任 を 放棄 し て 、 地 方 自治 体 に 国 の 役割 を 丸 投げ する 道 州 制 を 
導入 し な いこ と 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 

































































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
普 代 村 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 6 月 19 日 
【 提 出 先 】 衆 議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 厚生 労働 大 臣 
【 件 名 】 臓 器 移植 の 環境 整備 を 求め る 意見 書 
臓器 移植 の 普及 に よっ て 薬剤 や 機械 で は 困難 で あぁ っ た 臓器 の 機能 回 復 が 可能 と な り 、 多 
く の 患 者 の 命 が 救 われ て いま す 。 
一 方 、 臓 器 移植 ネッ トワ ー ク が 構築 され て いな い 外 国 に お ける 移植 は 臓器 売買 等 の 懸念 
を 生じ させ 、 人 権 上 ゆ ゆ し き 問 題 と な っ て いま す 。 
そこ で 、 国 際 移 植 学 会 は 、 平 成 20 年 5 月 に 「 各 国 は 、 自 国民 の 移植 ニー ズ に 足る 臓器 を 




































































の ドナ ー に よっ て 確保 する 努力 を すべ きだ 」 と する 趣旨 の 「 臓 器 取 引 と 移植 ツー リズ 





ム に 関す る イス タン ブー ル 宣 言 」 を 行い 3 
年 7 月 の 臓器 の 移植 に 関す る 法律 の 改正 
家族 の 承諾 に より 臓器 を 提供 する こと が 可 
肖 加 し て お り 、 平 成 28 有 
F 成 29 年 11 月 30 日 


臓器 提供 者 は 年 々 } 
し か し 、 
337 人 、 用 
っ て いる な ど 、 心 停止 後 の も の を 含め て も 臓器 提供 数 が 必要 数 を 大 きく 下 
し て ドナー や 臓器 提 
国 に お いて は 、 国 
ける 権利 及び 移植 を 受け な い * 
近 な も の と し て 


の 


1 


2 


3 


4 


5 























「 臓 で 336 人 、 














理由 と 











よ 


族 な ど と 話し 


き 


な ど 個 々 の 施設 の 事情 
臓器 移植 に つい て の 説 B 
きめ 細やか な 対応 が 可能 
臓器 摘出 手術 か ら 移 送 3 


る 








の て 、 











ーー 























ピコ 























まし た 。 こ うし た 動き が 我 が 


ご 





国 に お ける 平成 22 
つなが り 、 本 人 の 意思 が 不明 な 場合 で あっ て も 
能 と な り ま し た 。 同 法 の 改正 以後 、 脳 死 下 で の 









































時 点 に お 








させ る た め 、 下 記 の 


秒 臓 で 12, 546 人 、 











典 施 設 数 が 少 
民 の 臓 稚 を 提 





FE の 臓器 提供 者 数 は 64 人 と な っ て いま す 。 

ける 臓器 移植 希望 者 数 だ が 、 心臓 で 653 人 、 肺 で 
膝 臓 で 213 人 (日 本 臓器 移植 ネッ トワ ー ク ) と な 
回 っ て お り 、 そ 








な いこ と が 指摘 され て いま す 。 
供する 権利 、 臓 器 を 提供 し な い 権 利 、 移 植 を 受 















































E 利 を 同等 に 尊 














し つつ 、 臓 器 移 植 を 国民 に と っ て 安全 で 身 





























へ 
品 





O 











こと 
= O 























到 民 が 命 の 大 切 さ を 考え る 中 で 臓器 移植 に か か 
う 機 会 を 増やす こと が で 





臓器 提供 施設 に お ける 院内 体制 の 整備 





事項 に 取り 組む よう 強く 要望 

















し ン 


ます 。 





る 
きる よう 臓 


思 表 示 に つい て 具体 的 に 考え 、 家 
移植 に 係る 更 な る 啓発 に 努め る こ 


に ご コ 
Et 
Ee 
ロロ 








を 








区 








る た め 、 マ ニュ アル の 整備 、 





修 会 の 開催 








な る よう 移植 





千 民 が 臓器 移植 ネッ トワ ー ク の 構築 され て いな い 弄 


な いよ う 必 要 な 対策 を 講ず る こと 。 


① 
② 


③ 
④ 





ブ 








ロー カー の 厳 浪 化 
医師 に 対す る 、 愚 


ビバ 


者 へ の 渡航 移植 の 危険 性 の 告知 
医師 が 臓器 移植 を 受け た 患者 で ある こと を 覚 知 し た 際 、 


に 応じ た きめ 細か い 支 援 を 行う こと 。 
月 か ら 臓 器 提 供 後 の ア フタ ー ケ ア ま で 、 


ンー 
ts 





ドナ ー の 家族 に 対し て 
ター の 確保 を 支援 する こと 。 





コー ディ ネ 








E で を 担う 臓器 移植 施設 の 担当 医 に つい て 負担 軽減 対策 を 講ず 





























に お いて 臓器 移植 を 受け る こと の 





義務 





義務 





厚生 労働 省 へ の 告知 


























違法 と 知ら な いで 臓器 移植 を 受け て し まっ た 、 番 意 の レシ ピエ ント へ の 精神 面 で の 


ケア 
以上 、 地 方 自 








治 法 第 99 条 の 規 


= 
te 


定 【 























より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








ー 関 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 6 月 22 日 


【 提 


【 件 


学校 現場 に 


文部 科学 大 臣 


府 予算 に 係る 意見 書 


お ける 課題 が 複雑 化 ・ 





出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 


名 】 教 職員 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 拡充 を 図る た め の 、2019 年 度 政 





困難 化す る 中 で 子供 た ちの 豊か な 学び を 実現 する た め 








に は 、 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で す 。 特 に 小学 校 に お い 


バ 














k= 



































普 な どの 施策 が 最 重要 課題 で す 。 





3 分 の 1 に 引き 下げ られ 


いい 


が 





また 、 明 日 











は 、2018 年 度 か ら 新 学習 指導 要領 の 移行 期間 に 入り 、 外 国語 教育 実施 の た め 授 業 時 数 の 
財 整 な ど 対 応 に 苦慮 する 状況 と な っ て いま す 。 豊か な 学び の 実現 の た め に は 教職 員 定 数 改 




















の 日 本 を 担う 子供 た ち を 育む 学校 現場 に お いて 、 教 職員 が 人 間 ら し い 働 き 方 
が で きる た め の 長 時 間 労 働 是 正 が 必要 で あり 、 そ の た め の 教 職員 定数 改善 は 欠か せま せん 。 












































義務 教育 費 



































る 自治 体 も 




















全国 どこ に 
























































弄 庫 負担 制度 に つい て は 、 「 三 位 一 体 改 革 」 の 中 で 国庫 負担 率 が 2 分 の 1 か ら 
E し た 。 茂 し い 財政 状況 の 中 、 独 自 財源 に より 人 的 措置 を 行っ て 

































































あり ます が 、 地 方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いる こと や 自治 体 間 の 教育 格差 が 
生じ る こと は 大 き な 問 題 で す 。 国 の 施策 と し て 定数 改善 に 向け た 財源 保障 を し 、 子 供 た ち 





















































住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で す 。 豊 か 


な 子供 の 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で す 。 
点 か ら 、2019 年 度 政府 予算 編成 に お いて 、 下 記事 項 を 講じ られ る よ う 要 請 い 


た 


1 
2 


うし た 梓 
し ます 。 





計画 的 な 












































記 


教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 












































教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割合 を 
2 分 の 1 に 復元 する こと 。 


以上 、 地 方 E 

















自治 法 第 99 条 の 規定 
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こよ り 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 














市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








ー 関 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 6 月 22 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 法 務 大 臣 
【 件 名 】 セクシュアル ハラ スメント の 根絶 に 向け た 法 整 備 を 求め る 意見 書 





性 暴力 被害 を 告発 する 「 半 Me T o o」 運 動 が 、 世 界 各 地 で 広がる 中 、 フ ラン ス で は 、 
これ まで の 職場 で の セク シュ アル ハラ スメント を 禁ず る 法律 に 加え 、 公 共 の 場 で も セク シ 
ュ ア ル ハ ラス メン ト を 取り 締まる 新た な 法律 を 作る こと を 決め 、 国 を 挙げ た 議論 が 始ま っ 
で て い 守 すず す 。 

一 方 、 日 本 に お いて は 、 財 務 省 の 前 事務 次 官 を は じ め と する 一 連 の 騒動 に み ら れ る よう 
に 、 セ クシ ュ ア ル ハ ラス メン ト に 対す る 認識 が 著しく 低く 、 人 権 意識 が 欠落 し て いる こと 
が 露呈 、 こ の 問題 は 海外 で も 一 斉 に 報じ られ まし た 。 
世界 に 目 を 向け ます と 、6 月 8 日 、 国 際 労 働 機関 (TLO) は 、2019 年 に 職場 で の セク 
シュ アル ハラ スメント や 暴力 を な くす た め の 国 際 基 準 の 枠組 みた に つい て 、 拘 束 力 を 持つ 条 
約 を 制定 する 方 針 を 決め まし た 。 

条約 制定 に 対し 、 欧 州 連 合 (EU) や 中 国 な ど が 覆 成 し た 一 方 、 国 内 で も 関連 法 が 未 整 
備 の 日 本 は 「 定 義 が 広 す ぎる 」 な ど を 理由 に 消極 的 な 姿勢 を 示し て いる こと が 新聞 等 で 報 
道 さ れ て いま す 。 

そもそも 日 本 で は 男女 雇用 機会 均等 法 で セク シュ アル ハラ スメント の 防止 措置 を と る 義 
務 を 企業 に 課 し て いま す が 、 セ クシ ュ ア ル ハ ラス メン ト の 定義 は 定まっ て いま せん 。 国際 
労働 機関 (TLO) が 80 カ国 の 現状 を 調査 し た と ころ 、 仕事 に 関す る 暴力 や ハラ スメント 
を 規制 する 国 は 60 カ国 で 、 日 本 は 「 規 制 が な い 国 」 に 分 類 さ れ て お り 国 際 的 に みて も か な 
りお くれ を 取っ て いる こと は 明らか で す 。 

セク シュ アル ハラ スメント は 重大 な 人 権 侵 害 で あり 、 女 性 に 対す る あら ゆる 形態 の 差別 
の 撤廃 を 目指 す 「 女 性 差別 撤廃 条約 」 に も 違反 する 行為 で す 。 

安倍 政権 は 、 女 性 の 活躍 推進 を 最 重 要 課 題 の 一 つと し て 取り 組み を 進め て き て お り 「 す 
べ て の 女性 が 輝く 社会 」「 女 性 活躍 社会 」 を 目指 す と し て いま す 。 
男女 共同 参画 社会 の 形成 を 大 きく 阻害 する 、 セ クシ ュ ア ル ハ ラス メン ト の 根絶 こそ が 「 す 
べ て の 女性 が 輝く 社会 」 の 実現 に 不可 欠 で あり 、 政 府 を あげ て 取り 組む べき と 考え ます 。 

よっ て 、 以 下 の 事 項 に つい て 強く 要望 し ます 。 

記 

1 国際 労働 機関 ([ し LO) に お ける 、 セ クシ ュ ア ル ハ ラス メン ト な ど 働 く 場 で の 暴力 や 

ハラ スメント を な くす た め の 条 約 を つく る 方 針 の 討議 に 積極 的 に 参加 し 条約 制定 を 目指 

すこ と 
2 セク シュ アル ハラ スメント の 定義 を 定め 、 禁 止 及 び 六 則 、 被 害 者 の 保護 と 支援 を 明記 

し た 法 整 備 を 直ちに 実施 する こと 
3 セク シュ アル ハラ スメント 及び 人 権 意識 の 啓発 に 努め る こと 

以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 






















































































































































































































































































































































































































































































































































































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








ー 関 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 6 月 22 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 法 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
国土 交通 大 臣 


【 件 名 】 国 有 地 取引 に 関す る 公文 書 改 ざん の 真相 究明 と 再発 防止 を 求め る 意見 書 


| 

















森 友 学園 の 国有 地 売 却 を めぐ り 、 決 裁 文 書 の 改 さ ん を 行っ て いた こと が 明らか に な り ま 
し た 。 さ ら に は 、 こ れ ら の 改ざん され た 文書 が 国会 や 会 計 検査 院 に 提出 され まし た 。 
この よう な 公文 書 管理 や 情報 公開 の 法律 ・ 制 度 は 、 行 政 が 行っ て いる 業務 を 正しく 記録 
し て いる こと を 大 前 提 に つく られ て いま す 。 今回 の よう に 、 決 裁 文書 を 改ざん し た も の が 
型 会 等 に 資料 と し て 提出 され る こと は 、 民 主 主 義 の 根幹 を 大 きく 揺るが す 事 態 で あり 、 決 
し て 看過 する こと の で き な い 事態 で す 。 ま た 、 国 民 の 行政 不信 に も つなが り 「 全 体 の 奉仕 
者 」 と し て 、 和 気概 を も っ て 働く 公務 員 に 対し て も は か り 知 れ な い 影 響 も 危 條 する と ころ で 
す 。 
よっ て 一 関 市 議会 は 、 森 友 学園 に 対し て 国民 共有 の 財産 で ある 国有 地 が な ぜ 安 価 で 売却 
され た の か 、 そ の た め の 公 文書 の 改ざん が な ぜ 行 われ た の か 、 関 係 者 の 証人 喚問 な ど 徹 底 
し た 真相 究明 と 再発 防止 に 、 早 急 に 取り 組む こと を 強く 求め ます 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








釜石 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 6 月 22 日 


【 提 出 


【 件 


先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 国 土 交 通 大 臣 、 

内 閣 官房 長官 、 内 閣府 特命 担当 大 臣 (規制 改革 ) 
名 】 ラ イド シェ ア の 導入 に 反対 し 、 安 全 安心 な タク シー 事業 を 守る 施策 推進 を 
求め る 意見 書 





























地域 の 公共 交通 の 役割 を 担っ て いる タク シー 事業 者 が 、 よ り 安 全 安心 で 快適 か つ 便 利 な 


交通 機関 と 
シー 事業 の 適正 化 ・ 活 性 化 の た め の 施策 を 失 











理由 




















] 客 に サー ビス を 提供 で きる よう 、 ラ イド シェ ア の 導入 は 行わ ず 、 タ ク 
E 進 する よう 強く 要望 する 。 


し て 利 ) 
























































告 書 を ま 











F 成 28 年 7 月 、 シ ェアリング エコ ノミ ー 検 討 会 議 を 設置 し 、 同 年 11 月 に 中 間 報 








ざ ど め だ 。 ま た だ 、 



































規制 改革 推進 会 議 に お いて も 、 一 般 の ドラ イ バ ー が 利用 客 か ら 運 























送 対 1 





j を 取っ て 自 





























車 で 利用 客 を 送迎 する 、 い わ ゆ る ライ ド シ ェ ア の 本 格 導 入 に 向け た 














家用 


検討 を 進め て いる 。 


ライ ド シ ェ ア は 、 普 
で 禁止 され で きた 、 
イ バ ー に よっ て 運送 対価 が 変動 し 安定 し た サー ビス の 提供 が 困難 で ある こと や 、 24 時 間 稼 
働 の 保証 が な く 、 特 に 女性 や 高齢 者 の 夜間 利用 が 不便 に な る こと 、 事 業 主 体 は 一 切 運 送 に 
関す る 責任 は 問わ れず 、 紛 争 等 は 当事者 間 で の 解決 と な る こと 、 他 国 で は 自動 車 配 
リ を 運営 する 事業 者 と 癌 録 す る ドライバー と の 雇用 関係 の 有無 や 地位 確認 等 で 集団 
































通 第 一 種 免許 や 運行 管理 者 の 配置 も 不要 と され る な ど 、 道 路 運送 法 
いわ ゆる 自 タ 行為 を 合法 化す る も の で あり 、 ま た 、 需 給 状況 や ドラ 




















































































































ml 
中 











車 ア プ 


F 訟 が 
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提起 され て いる こと な ど 、 多 く の 問 題 点 が 識者 か ら も 指摘 され て いる 。 
この よう に 多く の 間 題 点 を 有 し て いる に も か か わら ず 、 ラ イド シェ ア が 無秩序 に 地域 で 











また 。 


を 含め た } 


な い 。 
特に 、 





展開 され れ ば 、 結 果 的 
日 本 全国 に 展開 され れ ば 、 国 内 タク シー 事業 ば か り で な く 、 路 症 


地域 交通 の フ 









































こ 利 








] 客 の 安全 安心 が 担保 され な い 事 態 が 常態 化す る 恐れ が あり 、 
バス や 貨物 、 鉄 道 


h 域 公共 交通 の 存立 が 危機 に 陥り 、 ひ いて は 地域 経済 に も 深刻 な 影響 を 与え か ね 


ーー 






























































動脈 と し て 存在 する 鉄道 や バス に 対し 、 タ クシ ー 事 業 は 、 高 齢 者 や 


























障がい 者 等 の 交通 弱者 に と っ て 、 介 護 や 通院 、 買 





欠か せな 





\ 物 な ど 、 地 域 で 日 常 生活 を 送る た め に 
民 の 安全 安心 か つ 快 適 ・ 























\ き め 細 か な ドア ・ ツ ー・ ド ア の 公共 





交通 機関 で ある 。 国 
















































































便利 な 交通 機関 と し て 、 社 会 生活 や 地域 の 経済 活動 を 支え る 重要 な 役割 を 担っ て お り 、 少 
後 


子 高齢 化 が 一 層 進 む 中 、 地 域 に お ける タク シー 事業 の 重要 性 は 、 





人 へ 
分 


ます ます 高まる こと 








が 予想 され る 。 


よっ て 。 














業者 が 、 よ り 安 


Ei 


千 に お いて は 、 地 域 の 公共 交通 の 役割 を 担っ て いる タク シー 





























全 安心 で 快適 ・ 便 利 な 交通 機関 と し て 利用 客 に サー ビス を 提供 で きる よう 、 ラ イド シェ ア 











の 導入 は 行わ ず 、 タ クシ ー 事 業 の 適正 化 ・ 活 性 化 の た め の 施 策 を 推進 する よう 強く 要望 す 


る 。 









































上 記 の と お り 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








大 船渡 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 6 月 26 日 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 国 土 交 通 大 臣 、 


内 閣 官房 長官 、 内 閣府 特命 担当 大 臣 (規制 改革 ) 


【 件 名 】 ラ イド シェ ア の 導入 に 反対 し 、 安 全 安心 な タク シー 事業 を 守る 施策 推進 を 


求め る 意見 書 




























































































送 対価 を 取っ て 自家 用 車 で 利 / 


国 は 、 平 成 28 年 7 月 、 シ ェアリング エコ ノミ ー 検 討 会 議 を 設 





償 運 送 ) の 本 格 導入 に 向け た 検討 を 進め て いる 。 




















ライ ド シ ェ ア は 、 普 通 第 





































































































置 し 、 | に 中 間 報 
告 書 を まとめ た 。 ま た 、 規 制 改革 推進 会 議 に お いて も 、 一 般 の ドラ イ バ ー が 利用 客 か ら 運 
客 を 送迎 する 、 い わ ゆ る ライ ド シ ェ ア ( 無 資格 自家 用 車 有 

















免許 が 不要 と され る な ど 、 道 路 運送 法 で 禁止 され て きた 、 


いわ ゆる 白 タ ク 行 為 を 合法 化す る も の で あり 、 需 給 状況 や ドラ イ バ ー に よっ て 運送 対価 が 








変動 し 安定 し た サー ビス の 提供 が 


























難 で ある こと や 、24 時 




















や 高齢 者 の 夜間 利用 が 不便 に な る こと 、 安 全 及 び 運 行 管理 に 責任 を 負う 3 
配車 アプ リ を 運営 する 事業 者 と 登録 する ドラ イ バ 








て いな いこ と 、 他 国 で は 自 
































動 の 








囚 証 が な く 、 


























戸 





























用 関係 の 有無 や 地位 確認 等 で 集 












































ら も 指摘 され て いる 。 




















特に 女性 
月 確 化 され 

















と の 雇 

















訴訟 が 提起 され て いる こと な ど 、 多 く の 間 題 点 が 識者 か 





この よう に 多く の 間 題 点 を 有 し て いる に も か か わら ず 、 ラ イド シェ ア が 無秩序 に 地域 で 





展開 され れ ば 、 結 果 的 に 利用 






































安全 安心 が 担保 され な い 事 態 
また 、 日 本 全国 に 展開 され れ ば 、 国 内 タク シー 事業 ば か り で な く 、 路 夫 








が 常態 人 

















ヒ す る 恐れ が あり 、 
バス や 貨物 、 鉄 道 


を 含め た 地域 公共 交通 の 存立 が 危機 に 陥り 、 ひ いて は 地域 経済 に も 深刻 な 影響 を 与え か ね 








な い 。 









































便利 な 交通 機関 と し て 、 社 会 4 
子 高齢 化 が 一 層 進 む 中 、 地 域 に お ける タク シー 事業 の 





が 予想 され る 。 





よっ て 、 国 に お いて は 、 地 域 の 公共 交通 の 役割 を 担っ て いる タク シー 事 : 
全 安 心 で 快適 便利 な 交通 機関 と し て 
導入 は 行わ ず 、 タ クシ ー 事 業 の 適 1 























る 。 














以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 







































































也 域 で 日 























常 生 1 

















2 





今後 3 











特に 、 地 域 交 通 の 大 動脈 と し て 存在 する 鉄道 や バス に 対し 、 タ クシ ー 事 業 は 、 高 齢 者 や 
障がい 者 等 の 交通 弱者 に と っ て 、 介 護 や 通院 、 買 い 物 な ど 、} 
欠か せな いき め 細 か な ドア ・ ツ ー・ ド ア の 公共 交通 機関 で ある 。 国 
や 地域 の 経済 活動 を 支え る 重要 な 役 圭 
要 性 は 、 





を 送る た め に 
民 の 安全 安心 か つ 快 適 
名 を 担っ て お り 、 少 
E す ます 高まる こと 


、 よ り 安 
] 用 客 に サー ビス を 提供 で きる よう 、 ラ イド シェ ア の 
E 化 及び 活性 化 の た め の 施 策 を 推進 する よう 強く 要望 す 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








盛 岡 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 6 月 27 日 
【 提 出 先 】 盛岡 市 長 、 盛 岡市 教育 長 
【 件 名 】 盛 岡市 の 中 学校 給食 の 格差 是正 を 求め る 決議 











「 学 校 給 食 が 児童 及び 生徒 の 心身 の 健全 な 発達 に 資す る も の で あり , か つ , 児童 及び 生 
徒 の 食 に 関す る 正しい 理解 と 適切 な 判断 力 を 養う 上 で 重要 な 役割 を 果たす も の で ある こと 
に か ん が み , 学校 給食 及び 学校 給食 を 活用 し た 食 に 関す る 指導 の 実施 に 関し 必要 な 事項 を 
定め , も つて 学校 給食 の 普及 充実 及び 学校 に お ける 食 育 の 推進 を 図る こと を 目的 と する 。」 
学校 給食 法 で は , その 重要 性 に つい て この よう に うた われ て いる よう に , 学校 給食 は , 育 
ち 盛 り と 言わ れる 中 学生 に と っ て , さら に は , 子 を 持つ 親 に と っ て 重要 な 役割 を 果たし て 
いる 。 

現在 , 盛岡 市 内 の 中 学校 で は , 主食 ・ お か ず ・ 和 牛乳 の 全て を 提供 する 完全 給食 , 選択 制 
給食 , ミル ク 給 食 に 分 か れ て いる が , 平成 20 年 度 の 黒石 野中 学校 を 皮切り に 導入 され た 選 
択 制 給食 は , 喫食 率 の 伸び 悩み と , 調理 業務 を 受託 する 業者 が 1 者 の み と い う 理 由 か ら , 
平成 29 年 度 に 実施 を 予定 し て いた 北 陵 中 学校 を 初め , 仙北 中 学校 , 大 宮中 学校 の 導入 計画 
が 滞っ て いる 現状 で ある 。 
平成 28 年 度 に 文部 科学 省 が 行っ た 「 学 校 給食 実施 状況 等 調査 」 に よる と , 全国 に お ける 
中 学校 の 完全 給食 率 は 83.7% で あり , ミル ク 給 食 を 実施 し て いる の は わずか 4.8% と な っ 
て いる 。 市 内 23 校 あ る 中 学校 の うち , 9 校 が 完全 給食 , 11 校 が 選択 制 給 食 , 選択 制 給食 
の 実施 を 待つ 3 校 は ミル ク 給 食 と いう 格差 が 生じ て お り , 盛岡 市 の 中 学校 給食 に 少な か ら 
ず 疑 問 を 持っ て いる 保護 者 が いる こと も 事実 で ある 。 
共働き 世帯 ・ ひ と り 親 世帯 の 増加 な ど , 昨今 の 社会 情勢 の 変化 や 就労 形態 の 多様 化 な ど 
さま ざま な 要因 に より , 中 学生 を 取り 巻く 生活 環境 も 大 きく 変化 し て いる 。 食 育 の 重視 , 
子ども の 貧困 対策 な ど が 叫ば れ て いる 中 , さら に は 受益 の 公平 性 の 観点 か ら も , 盛岡 市 に 
暮らす 中 学生 全て に 栄養 バラ ンス の と れ た 完全 給食 を 提供 すべ き と 考 える 。 

以上 の こと か ら , 市 議会 と し て , 次 の 事項 に つい て 強く 要望 する も の で ある 。 

記 
1 盛岡 市 立 中 学校 の 給食 に お ける 格差 を 解消 する こと 。 
2 盛岡 市 立 中 学校 の 選択 制 給食 を 見 直し , 主食 ・ 副 食 ・ 牛 乳 の 完全 給食 実施 に 向け て 検 

討 を 開始 する こと 。 

以上 , 決議 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








盛 岡 市 





【 議 決 年 月 
【 提 出 


【 件 





[優生 上 の 見 地 か ら 不 良 な 子孫 の 出生 を 防止 する 」 と 定め た | 
成 8 年 に 同 法 が 母体 保 


日 】 平 成 30 年 6 月 27 日 
先 】 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 厚 生 労 働 大 臣 、 総 務 大 臣 、 


衆議院 議長 、 参 議院 議 
名 】 旧 優生 保護 法 下 に お ける 優生 手術 の 被害 者 に 対す る 補償 及び 救済 等 の 早期 
解決 を 求め る 意見 書 























優生 保護 法 に 基づき , 平 
竹 法 に 改正 され る まで の 約 半 世紀 あま り の 間 , 本 人 同意 の な い 強 制 






























































不妊 手術 を 含む 優生 手術 が , 国 の 通知 や 都 道 府 県 の 行政 措置 の も と , 数 多く 実施 され て き 


























まじ た だ 。 旧 
うち 1 万 6, 





これ まで , 平成 10 年 の 国 
員 会 か ら 優生 手術 の 被害 者 に 対す る 補償 措置 等 を 求め る 勧告 が 出さ れ て きま し た が , 国 は 
何ら 対応 せ ず , 優生 手術 の も E 
が 著 し い 人 権 侵害 を 受け た と 認め られ る 事態 の 解明 と 被害 者 の 救済 は ,。 も は や 放置 で き な 








厚生 省 の 衛生 年 報 等 に よれ ば , 全国 で 約 2 万 5, 000 人 が 不妊 手術 を 受け , その 
500 人 が 本 人 同意 の な い 強 制 手術 だ っ た と され て いま す 。 
連 の 自由 権 規約 委員 会 や , 平成 28 年 の 国連 の 女子 差別 撤廃 委 



















































































害 者 は 放置 され た まま で し た 。 優生 





思想 に よっ て 国 
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誤っ た 















































































































































いこ と は 明白 で す 。 

国会 で は , 全会 派 か ら な る 「 優 生保 護法 下 に お ける 強制 不妊 手術 に つい て 考え る 議員 連 
盟 」 が 発足 し , 強制 手術 の 被害 者 に は 結婚 が 破談 と な っ た り , 子ども を 産み , 育て る 夢 を 
奪わ れ た り , 健康 被害 を 訴え た りす る な ど , 幸福 追求 権 を 保障 し た 憲法 13 条 な どの 侵害 に 
当たる こと は 明らか で あり , また , 国 か ら の 正式 な 謝罪 や 補償 も いま だ 行わ れ て いな いと 
し て , 実態 調査 や ヒア リン グ , 被害 者 や 当事者 団体 , 市 民団 体 と の 連携 ・ 協 力 を 進め , 具 


本 的 な 支援 





反省 に 立っ 





















































の 仕組 み を 検討 する こと と し て いま す 。 


優生 手術 の 被害 者 の 高齢 化 が 進ん で いる た め , 解決 を 急 が な けれ ば な り ま せん 。 過去 の 




















て , 一 日 も 早く 政治 的 及び 行政 的 な 責任 に 基づく 解決 策 を 実現 すべ き で あり , 


























下記 事項 の 





1 国 は , 
時 間 的 経 




















実現 を 強く 求め る も の で す 。 





記 
優生 手術 の 被害 者 が 既に 高齢 化し , また , 全国 
過 と と も に 




















に お ける 優生 手術 の 実態 解明 が 
林 難 に な る こと か ら , 優生 手術 に 関す る 被害 者 の 実態 の 速やか な 調 















































査 及 び 記 





2 全都 道 府 

















3 被害 者 
以上 , 地 





録 の 適正 な 保存 を 行う こと 。 

県 へ 相談 窓口 の 設置 を 行う な ど , 被害 者 に 寄り 添う 
に 対す る 補償 及び 救済 等 の 実施 に よる 早期 解決 を 図る 
方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 


























対応 を 強化 する こと 。 
a a 
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市 町 村 議会 名 意見 書 の 内 容 
久 慈 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 6 月 29 日 





【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 防 衛 大 臣 、 
厚生 労働 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 内 閣 官房 長官 
【 件 名 】 安 倍 政権 の 疑惑 ・ 不 祥 事 に 対す る 真相 究明 及び 責任 追及 を 求め る 意見 書 
































本 年 3 月 12 日 、 学 校 法 人 森 友 学園 へ の 国有 地 売却 に 関す る 決裁 文書 の 改ざん 前 の 原本 が 
明らか に され 、 こ の 原本 に よれ ば 一 年 余り の 間 、 政 府 は 国会 、 国 民 に 対し て 「 嘘 を つき 続 
けた 」 こ と が 一 目 瞭 然 で ある 。 
安倍 政権 の 国会 、 国 民 に 対す る 不誠実 な 姿勢 は 、 自 衛 隊 の 南 ス ー ダ ン の 日 報 問題 、 裁 量 
労働 制 に つい て の デー タ 間 題 、 加 計 学 園 の 獣医 学部 開設 に つい て 文部 科学 省 に 内 閣府 が 「 官 
邸 の 最高 レベ ル が 言っ て いる 事 」「 総 理 の 意向 」 な ど と 要求 し て いた 記載 文書 問題 な ど 多く 
の 疑惑 が 報じ られ て いる 。 

「 森 友 学園 」 に つい て は 、 学 校 の 開設 認可 、 国 有 地 の 払い 下げ に つい て 政治 家 の 関 与 が 
あっ た の で は な いか と の 疑惑 が 残さ れ た まま で ある 。 今 回 の 決裁 文書 の 改 さ ん と いう 驚く 
べき 行為 と 、 原 本 か ら 削 除 さ れ た 内 容 か ら は 、 安 倍 昭 恵 総理 夫人 や 政治 家 の 関 与 の 疑惑 が 
一 層 深 まっ て お り 、 関 係 者 の 証人 喚 間 な ど に よる 疑惑 の 解明 が 必要 で ある 。 

疑惑 の 解明 な くし て は 、 国 民 の 政治 不信 が 一 層 高 まり 、 議 会 制 民 主 主 義 そ の も の が 月 壊 
し か ね な い 状 況 と な る の で は と 危 恨 せ ざ る を 得 な い 。 

政府 は 、 疑惑 の 追及 に 対し て 「 出 所 不明 」「 文 書 は 破棄 し た 」 な ど と その 都度 否定 を 繰り 
返し 、 ひ た すら 時 間 稼 ぎ を 繰り 返し て きた が 、 議 会 制 民 主 主義 を 守る た め に も 、 真 相 府 明 
と 疑惑 の 徹底 解明 が 不可 欠 で ある 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 速 や か に 疑惑 ・ 不 祥 事 に 対す る 真相 完 明 を する と と も に 、 責 任 
の 追及 を し 、 国 民 に 明らか に する よう 強く 要望 する 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








久 慈 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平 成 30 年 6 月 29 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
文部 科学 大 臣 
【 件 名 】 教 職員 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 を 求め る 意見 書 





学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 困 難 化す る 中 で 子ども た ちの 豊か な 学び を 実現 する た 
め に は 、 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で ある 。 

特に 小学 校 に お いて は 、 今 年 度 か ら 新 学習 指導 要領 の 移行 期間 に 入り 、 外 国語 教育 実施 
の た め 授 業 時 間 数 の 調整 な ど 対 応 に 苦慮 する 状況 と な っ て いる 。 
豊か な 学び の 実現 の た め に は 、 教 職員 定数 改善 な どの 施策 が 最 重要 課題 で あや る 。 ま た 、 
明日 の 日 本 を 担う 子ども た ち を 育む 学校 現場 に お いて 、 教 職員 が 人 間 ら し い 働 き 方 が で き 
る た め の 長 時 間 労 働 是 正 が 必要 で あり 、 そ の た め の 教 職員 定数 改善 は 欠か せな い 。 


[=] 


















































































































































ミミ 


義務 教育 費 国 庫 負 担 制 度 に つい て は 、 平成 18 年 の 「 三 位 一 体 改 革 」 の 中 で 国庫 負担 率 が 
2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ 、 い くつ か の 自治 体 に お いて は 、 茂 し い 財政 状況 の 
中 、 独 自 財 源 に よる 人 的 措置 が 行わ れ て いる が 、 地 方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いる こと や 
自治 体 間 の 教育 格差 が 生じ る こと か ら 、 国 の 施策 と し て 定数 改善 に 向け た 財源 保障 を し 、 
子ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 
で ある 。 

豊か な 子ども た ちの 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で ある こと か ら 、 下 記事 項 
が 実現 され る よう 強く 要望 する 。 
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記 
1 計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義 務 教 育 費 国 庫 負担 制度 の 負担 割合 を 
2 分 の 1 に 復元 する こと 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








葛巻 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 30 


年 7 月 17 日 


【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 総 務 大 臣 、 国 土 交通 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 
内 閣府 特命 担当 大 臣 (規制 改革 )、 衆 議院 議長 、 参 議院 議 


【 件 名 】 ラ イド : 


シェ ア の 導入 に 反対 し 、 安 全 ・ 安 心 な タク シー 事業 を 守る 施策 推進 


を 求め る 意見 書 












































国 は 、 平 成 28 年 7 月 、 
告 書 を まとめ た 。 そ し て 、 規 制 改革 推進 会 議 に お いて も 、 一 般 の ドラ イ バ ー が 利用 客 か ら 





シェ アリ ング エコ ノミ ーー 検討 会 議 を 設置 し 、 同 年 11 月 に 中 間 報 






























































運送 対 1 


た 検討 を 進め て いる 。 























j を 取っ て 自家 用 車 で 利用 客 を 送迎 バ する ろ る 、 い わ ゆ る ライ ド シ ェ ア の 本 格 導 入 に 向け 





























ライ ド シ ェ ア は 、 普 通 第 二 種 免許 や 運行 管理 者 の 配置 も 不要 と され る な ど 、 道 路 運 送 法 
























































で 禁止 され て きた 、 い わ ゆ る 自 タ ク 行 為 を 合法 化す る も の で あり 、 ま た 、 需 給 状況 や ドラ 







































































イ バ ー に よっ て 運送 対価 が 変動 し 、 安 定 し た サー ビス の 提供 が 困難 で ある こと や 、24 時 間 


























稼働 の 保証 が な く 、 特 に 女性 や 高齢 者 の 夜間 利用 が 不便 に な る こと 、 事 業 主体 は 一 切 運送 
に 関す る 責任 は 問わ れず 、 紛 争 等 は 当事者 間 で の 解決 と な る こと 、 他 国 で は 自動 車 配車 ア 








プリ を 運営 する 事業 者 


























ml 
中 






































と 登録 する ドラ イ バ ー と の 雇用 関係 の 有無 や 地位 確認 等 で 集団 訴訟 





Ti 

















が 提起 され て いる こと な ど 、 多 く の 問 題 点 が 識者 か ら も 指摘 され て いる 。 


この よう に 多く の 問 




















題 点 を 有 し て いる に も か か わら ず 、 ラ イド シェ ア が 無秩序 に 地域 で 
展開 され れ ば 、 結 果 的 に 利用 客 の 安全 ・ 安 心 が 担保 され な い 事 態 が 常態 化す る お それ が あ 






































り 、 ま た 、 日 本 全国 に 』 























展開 され れ ば 、 国 内 タク シー 事業 ば か り で は な く 、 路 線 バ ス や 貨物 、 








鉄道 を 含め た 地域 公共 交通 の 存立 が 危機 に 陥り 、 ひ いて は 地域 経済 に も 深刻 な 影響 を 与え 





か ね な い 。 














特に 、 地 域 交 通 の フ 























動脈 と し て 存在 する 鉄道 や バス に 対し 、 タ クシ ー 事 業 は 、 高 齢 者 や 














障がい 者 等 の 交通 弱者 に と っ て 、 介 護 や 通院 、 買 い 物 な ど 、 地 域 で 日 常 生 活 を 送る た め に 











欠か せな いき め 細 か な 





























ドア ・ ツ ー・ ド ア の 公共 交通 機関 で ある 。 国 民 の 安全 ・ 安 心 か つ 快 








適 ・ 便 利 な 交通 機関 と し て 、 社会 生活 や 地域 の 経済 活動 を 支え る 重要 な 役割 を 担っ て お り 、 
少子 高齢 化 が 一 層 進 む 中 、 地 域 に お ける タク シー 事業 の 重要 性 は 、 今 後 ま すま す 高 まる こ 

















と が 予想 され る 。 












































よっ て 、 国 に お いて は 、 地 域 の 公共 交通 の 役割 を 担っ て いる タク シー 事業 者 が 、 よ り 安 
























































全 ・ 安 心 で 快適 ・ 便 利 な 交通 機関 と し て 利用 客 に サー ビス を 提供 で きる よう ライ ド シ ェ ア 








の 導入 は 行わ ず 、 タ クシ ー 事 業 の 適性 化 ・ 活 性 化 の た め の 施策 を 推進 する よう 強く 要望 す 


る 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 
































99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 





野 田 村 





【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 9 月 13 日 


【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
岩手 県 知事 

【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 を 求め る 意見 書 

私 立 学 校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いま す 。 

現在 、 私 立 学 校 の 経営 基盤 は 、 厳 し い 環 境 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 を 
大 きく 圧迫 し て いま す 。 また 、 生 徒 、 一 人 当たり に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 に 比べ て 
低い こと が 、 教 育 諸 条 件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いま す 。 

こう し た 状況 の 中 、 教育 条件 の 維持 、 向上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も に 


私 立 学 校 の 経営 の 健全 化 【 








め ら れ て いま す 。 

よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 

り 要望 いた し ます 。 

過疎 地域 の 私 立 高 校 に 対す る 特別 助成 の 増 
を 求め ます 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 













































































私 学 助成 に つい て 特 








基づき 意見 書 を 提 








男 











< 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 が 求 








額 を 含め 、 私 学 助成 金 を さら に 充実 する こと 


段 の 配慮 を され る よう 次 の と お 





尼 ま ます 5 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








葛巻 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 9 月 14 日 


【 提 
【 件 


本 RI 
これ は 、 核 兵器 


出先 】 内 閣 総 理大 臣 、 外 務 大 臣 、 衆 議 
名 】 核 兵器 禁止 条約 に 署名 ・ ing 





会 議 は 、 2017 年 7 月 7 日 に 


長 、 グ 参議 院 議長 





国 の 賛成 多数 で 核 








122 カ 

















の な い 世 界 を 求め る 世 




















の 方 々 の 多年 に わた る 共同 の 取り 組み と 悲願 


の ノー ベル 平和 賞 





核兵器 禁止 条約 は 
造 、 取 得 、 保 及び 貯蔵 を 禁止 し 、 核 抑止 力 の 根幹 と され て きた 「 
核保有 国 





造 
止 す る と いう 
る 核 抑止 ョ 

し か し 、 











画 期 


答 を 人 癌 定 























っ た 。 今 
て いる 。 

核兵器 が 再 
知る 唯一 の 国 











び 使 
の 政 



































唯一 の 戦争 被爆 国 の 
日 、「 核 な き 




















は 核兵器 廃絶 国 


界 各 国 





と 広島 、 長 崎 の 被爆 者 を は じ め と する 多く 
が 実 を 結ん だ 成果 と いえ る 。 そ し て 、2017 年 















































際 キ ャ ン ペ ー ン (ICAN) が 受賞 し た 。 








、 述 兵器 の な い 世 界 を 








指し 、 核 兵器 の 使用 、 開 発 、 実 験 、4 


























的 な 内 容 を 持っ て いる 。 
し 、 核 兵器 の 完全 廃止 に 






































理想 を 掲げ る 





世界 」 の 





われ か ね な い 危 うい 状態 が 


日 本 政府 は 、 こ の 会 議 に 核保有 国 
ロコ 半 人 

















更 用 する 威 蹴 」 
や や 同盟国 が 依存 し て きた 核 の 威 中 
民 連 で 初め て の 条約 で ある 。 

と 歩調 を 合わ せ 参 加 し な か 
で は 、 核 の 間 威 が 一 層 # 





















































向け た 






































日 本 の 周囲 
































府 と し て 、 速やか に : 名 、 


ミ 続 いて いる 今 だ か ら こ そ 、 核 兵器 の 悲惨 
私 会 で の 批准 を 経て 、 条 約 に 正式 に 参加 する 




















よう 強く 要望 する 。 














以上 、 地 方 E 











治 法 第 99 条 の 規定 に 


上 ぶり 、 








意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








泉 町 


ロロ 
石 





【 議 決 年 月 日 】 
【 提 


【 件 


学校 現場 に お 
た め に は 、 教 材 
今年 度 か ら 新 学習 + 





お いて は 、 


平成 30 年 9 月 14 日 


文部 科学 大 臣 


ける 課題 が 複雑 化 ・ 
































の 調整 な ど 対応 に 苦慮 する 
数 改善 な どの 施策 が 最 























状況 と な 




















E 要 課題 で す 。 明 


出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 


名 】 教 職員 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 を 求め る 意見 書 





困難 化す る 中 で 、 子 ども た ちの 豊か な 学び を 実現 する 











完 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で す 。 特 に 小学 校 に 
導 要領 の 移行 期間 に 入り 、 外 国 























計 五 . 
H ロ 








育 実 施 の た め 授 業 時 数 
っ て いま す 。 豊か な 学び の 実現 の た め に は 、 教 職員 定 
日 の 日 本 を 担う 子ども た ち を 育む 学校 現場 に お い 







































































て 、 教 職員 が 人 間 ら しい 働き 方 が で きる た め の 長 時 間 労 働 是正 が 必要 で あり 、 そ の た め の 
教職 員 定 数 改善 は 欠か せま せん 。 











3 e 二 
が 2 分 の 1 か ら 
的 措置 を 行っ て 
間 の 教育 格差 が 
を し 、 子 ども た 











義務 教育 費 国 庫 負担 1 
3 分 の 1 に 引き 下げ 














\ る 自治 体 も あり ま 
生じ る こと は 大 き な 
ち が 全 国 ど こ に 住ん 
































民度 に つい て は 、 平成 18 年 三位一体 改革 の 






































で 、 国 庫 負担 率 
られ まし た 。 厳し い 財政 状況 の 中 、 独 自 財 源 に よる 人 
す が 、 地 方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いる こと や 自治体 
問題 で す 。 国 の 施策 と し て 定数 改善 に 向け た 財源 保障 
で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 

























































































よっ て 、 子 ども の 豊か な 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で ある こと か ら 、 平 成 
31 年 度 政府 予算 編成 に お いて 、 下 記事 項 が 実現 され る よう 、 強 く 要 望 し ます 。 




















1 計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 


2 義務 教育 費 





























国庫 負担 制度 の 負担 











記 
する こと 。 
割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 














以上 、 地 方 E 














治 法 第 99 条 の 規定 に 














より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








軽 米 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 9 月 14 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 
文部 科学 大 臣 

【 件 名 】 教 職員 定数 の 改善 及び 義務 教育 費 国庫 負担 制度 拡充 に 係る 意見 書 





学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 困 難 化す る 中 で 子ども た ちの ゆたか な 学び を 実現 する 
た め に は 、 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で す 。 特に 小学 校 に 
お いて は 、2018 年 度 か ら 新 学習 指導 要領 の 移行 期間 に 入り 、 外 国語 教育 実施 の た め 授 業 時 
数 の 調整 な ど 対応 に 苦慮 する 状況 と な っ て いま す 。 ゆ た か な 学び の 実現 の た め に は 教職 員 
定数 改善 な どの 施策 が 最 重要 課題 で す 。 ま た 、 明 日 の 日 本 を 担う 子ども た ち を 育む 学校 現 
場 に お いて 、 教 職員 が 人 間 ら し い 働 き 方 が で きる まで の 長 時 間 労 働 是 正 が 必要 で あり 、 そ 
の た め の 教 職員 定数 改善 は 欠か せま せん 。 
義務 教育 費 国庫 負担 制度 に つい て は 、 人 小泉 政権 下 の 「 三 位 一 体 改 革 」 の 中 で 国庫 負担 率 
が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ まし た 。 茂 し い 財政 状況 の 中 、 独 自 財源 に より 人 
的 措置 を 行っ て いる 自治 体 も ああ ちり ます が 、 地 方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いる こと や 自治 体 
間 の 教育 格差 が 生じ て いる こと は 大 き な 問 題 で す 。 国 の 施策 と し て 定数 改善 に な けた 財源 
保障 を し 、 子 ども た ち が 全 国 の どこ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 
憲法 上 の 要請 で す 。 ゆ た か な 子ども の 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で す 。 

よっ て 、 国 会 及び 政府 に お か れ て は 、 地 方 教育 行政 の 実情 を 十分 に 認識 され 、 地 方 自治 
体 が 計画 的 に 教育 行政 を 進め る こと が で きる よう に 、 下 記 の 措置 を 講じ し られ る よう 強く 要 
請 し ます 。 




















































































































































































































































































































































































































記 
1 計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割合 
を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








軽 米 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 9 月 14 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 
岩手 県 知事 

【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 を 求め る 意見 書 











私 立 学 校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いま す 。 

現在 、 私 立 学校 の 経営 基盤 は 、 厳 し い 環境 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 を 
大 きく 圧迫 し て いま す 。 ま た 、 生 徒 一 人 当たり に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低 
いこ と が 、 教 育 諸 条件 が 改善 され ん ない 大 き な 要 因 に な っ て いま す 。 
こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条 件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 秘 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 
が 求め られ て いま す 。 

よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よ う 次 の と お 
り 要 望 い た し ます 。 

過疎 地域 の 私 立 高 
を 求め ます 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 


























































































































校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 金 を 更に 充実 させ る こと 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








平泉 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 9 月 14 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 
文部 科学 大 臣 

【 件 名 】 教職 員 定 数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 1 復元 を は か る た め の 20 
1 9 年 度 政府 予算 に 係る 意見 書 


学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 困 難 化す る 中 で 子ども た ちの ゆたか な 学び を 実現 する 
た め に は 、 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で す 。 特に 小学 校 に 
お いて は 、2018 年 度 か ら 新 学習 指導 要領 の 移行 期間 に 入り 、 外 国語 教育 実施 の た め 授 業 時 
数 の 調整 な ど 対応 に 苦慮 する 状況 と な っ て いま す 。 ゆ た か な 学び の 実現 の た め に は 教職 員 
定数 改善 な どの 施策 が 最 重要 課題 で す 。 ま た 、 明 日 の 日 本 を 担う 子ども た ち を 育む 学校 現 
場 に お いて 、 教 職員 が 人 間 ら し い 働 き 方 が で きる た め の 長 時 間 労 働 是 正 が 必要 で あり 、 そ 
の た め に も 教職 員 定 数 改善 は 欠か せま せん 。 
義務 教育 費 国庫 負担 制度 に つい て は 、 小 果 政 権 下 の 「 三 位 一 体 改革 」 の 中 で 国庫 負担 率 
が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ まし た 。 茂 し い 財政 状況 の 中 、 独 自 財源 に より 人 
的 措置 を 行っ て いる 自治 体 も も ちり ます が 、 地 方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いる こと や 自治 体 
間 の 教育 格差 が 生じ る こと は 大 き な 問 題 で す 。 国 の 施策 と し て 定数 改善 に むけ た 財源 保障 
を し 、 子 ども た ち が 全 国 の どこ に 住ん で いて も 、 一 定 水 準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 
上 の 要請 で す 。 ゆ た か な 子ども の 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で す 。 

以上 の 趣旨 か ら 、 国 会 及び 政府 に お か れ て は 、 地 方 教育 行政 の 実情 を 十分 に 認識 され 、 
地方 自治 体 が 計画 的 に 教育 行政 を 進め る こと が で きる よう に 、 下 記 の 措置 を 講じ られ る よ 
う 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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記 
1 . 計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
2. 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割合 
を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








金ケ崎 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 9 月 18 日 


【 提 


【 件 





|Z 
ヽ 


奏 、 














の 4 月 1 









































日 に 「 
いう 公共 財産 が 
































き 渡 る よう 














大 豆 の 品種 開発 や 普及 を 都 
民間 参入 を 促す た め 」 と い 2 理 
民間 資本 に 支配 され れ ば 、 食 料 主権 が 益 か され る こと に な る 。 
種子 法 は 、 米 、 麦 、 大 豆 と い う ヨ 
型 が 責任 を 持ち 、 果 た すべ き 役 書 
生産 は 都 道 府 県 の 農業 試験 場 な ど が 担い 、 















































か つて ほぼ 国産 1006 だ っ た 野菜 の 種子 は 、 
産 に 置き 換わり 、 し か も 多く が 世界 的 大 企業 に 独占 され て いる 
み 換 え の 豊 富 な 技術 を 持っ て お り 、 米 な ど 主 要 作 物 の 種子 で も 外国 企 
組み 換え 種子 の 流通 を 許す こと に つなが る 恐れ が ある 。 








種子 法 廃止 は 、 


で き な い 。 





廃止 に 伴う 国 
































取り 組み が 化 
内 生産 、 
の よう に 芋 
に な い 。 

国 に 対し て 、 
県 に 対し て 、 
物 種子 の 研究 、 
以上 、 地 方 E 




































































退 


事業 者 


すみ や か に ヨ 
県 の 基 
人 











本 町 の 基幹 産業 で ある 農業 発 


会 の 付帯 決議 で は 、 国 は 主要 農 
し な いよ う 地 方 交 
本 





け 税 措 


目 ミ 美 全開 
県 県 議会 議長 

















道府県 に 義務 付け て きた 























で 廃 


出 先 】 内 閣 総 理大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 農 林 水 産 大 臣 、 衆 議 
岩手 県 知事 、 岩 手 
名 】 主 要 農 作物 種子 法 の 復活 等 を 求め る 意見 書 





上 され た 。 





主要 農作物 種子 法 が 、 

















に 、 必 要 な 予算 は 国 が 責任 を 持っ て きた 。 
法規 定 が な か っ た た め 現 在 で は 大 部 分 が 外国 
。 こ うし た 企業 | 



































作物 竹 
を と る こと 、 


子 の 生産 、 





E 要 作物 に つい て 、 優 良 な 種子 の 安定 的 な 生産 と 
| を 定め て いた 法 和 





まで あっ た 。 こ の 法律 に よっ て 、 種 
それ ぞ れ の 地域 に 合っ た 











= 華 
長 、 グ 参議 院 ツウ Ln 我 





年 


国民 の 基礎 食料 の 種子 と 

















『 及 を 














子 の 


圏 

















































































































治 法 第 9 9 条 の 規定 


こ 示 され て い 


E 要 農 作 4 
: 幹 産業 で ある 農業 を 発 
普及 を 県 の 責任 で 従来 通り 実 ) 
に より 意見 書 を 提 























物 種子 法 を 復活 する こと を 強く 求め る 。 
展 さ せる た め 独 E 






























































施す る こと を 強く 求め る 。 
出し ます 。 








国外 流出 防止 、 適 
占 が 起き な いよ うな 措置 を と る こと 等 を 求め て いる 。 こ 
る 不安 や 懸念 を な くす に は 、 利 


質 な 種子 が 農家 に 





3 遺伝 子 組 











業 の 独占 や 、 遺 伝 子 








展 に 大 き な 阻 害 要 因 に な る 危 恨 が あり 看過 




















流通 に つい て 都 道 府 県 の 
正 な 価格 で の 国 


























『 子 法 を 復活 する 以外 





の 県 条例 を 制定 し 主要 農 作 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








矢巾 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 9 月 20 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 
衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 岩 手 県 選出 国会 議員 

【 件 名 】 教 職員 定数 の 改善 及び 義務 教育 費 国庫 負担 制度 拡充 に 係る 意見 書 

学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 困 難 化 する 中 で 子ども た ちの ゆたか な 学び を 実現 する 
た め に は 、 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で す 。 特 に 小学 校 に 
お いて は 、2018 年 度 か ら 新 学習 指導 要領 の 移行 期間 に 入り 、 外 国語 教育 実施 の た め 授 業 時 
数 の 調整 な ど 対応 に 苦慮 する 状況 と な っ て いま す 。 ゆ た か な 学び の 実現 の た め に は 教職 員 
定数 改善 な どの 施策 が 最 重要 課題 で す 。 
また 、 明 日 の 日 本 を 担う 子ども た ち を 育む 学校 現場 に お いて 、 教 職員 が 人 間 ら し い 働 き 
方 が で きる た め の 長 時 間 労 働 是 正 が 必要 で あり 、 そ の た め の 教 職員 定数 改善 は 欠か せま せ 
ん 。 
義務 教育 費 国 庫 負担 制度 に つい て は 、 2006 年 度 か ら 国 庫 負担 率 が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 
に 引き 下げ られ まし た 。 茂 し い 財 政 状況 の 中 、 独 自 財源 に より 人 的 措置 を 行っ て いる 自治 
体 も ちり ます が 、 地 方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いる こと や 自治 体 間 の 教育 格差 が 生じ る こ 
と は 大 き な 間 題 で す 。 国 の 施策 と し て 定数 改善 に むけ た 財源 保障 を し 、 子 ども た ち が 全 国 
の どこ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で す 。 ゆ た か な 
子ども の 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で す 。 

よっ て 、 国 会 及び 政府 に お か れ て は 、 地 方 教育 行政 の 実情 を 十分 に 認識 され 、 地 方 自治 
体 が 計画 的 に 教育 行政 を 進め る こと が で きる よう に 、 下 記 の 措置 を 講じ し られ る よう 強く 要 
請 し ます 。 






















































































































































































































































































































































































































































































記 
1 計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割合 
を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 、 









































































































































意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








矢 巾 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 9 月 20 日 

【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 衆 議院 議長 、 
参議 院 議長 、 岩 手 県 知事 、 岩 手 県 選出 国会 議員 

【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 に つい て の 意見 書 




















私 立 学校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 、 学 校 教 育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いま す 。 
現在 、 私 立 学校 の 経営 基盤 は 、 厳 し い 環 境 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 を 









































貸 
大 きく 圧迫 し て いま す 。 ま た 、 生 徒 一 人 当たり に か けら れる 教育 費 が 、 公 立 学校 と 比べ て 
低い こと が 、 教 育 諸 条件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いま す 。 
こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条 件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 
が 求め られ て いま す 。 
よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よう 次 の と お 






















































































り 要望 いた し ます 。 
過疎 地域 の 私 立 高校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 金 を 更に 充実 する こと を 
求め ます 。 






































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 書 を 提出 し 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








本 





【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 9 月 20 日 


【 
【 


め 
い 


出 先 
名 


提 
件 


学校 現場 に 
に は 、 


て 








は 、 ポ 
cs 











数 の 調整 な ど ※ 


た 


3 分 の 


いい 


ん 


を 保障 する た め の 条 和仁 
会 及び 政府 


が 計 
し 


1 
2 





め の 教 職員 





教材 


】 内 閣 総理 大 臣 
】 教 職員 定 


お ける 課題 が 複雑 化 ・ 
完 や 授業 準備 















































対応 









































+ 




















義務 教育 費 
































1 に 引 
治 体 も 


テー 


る 




















で いて も 、 





よっ て 国 

















ます 。 


~~ 








あり ます が 、 地 方 自 








ーー ソープ 












































に 苦慮 する 状況 と な っ て いま す 。 
数 改善 な どの 施策 が 最 重要 課題 で す 。 
に お いて 、 教 





庫 負 担 制 度 に つい て は 、 「 三 位 一 
き 下 げ ら れ ま し た 。 茂 し い 財政 状況 の 中 、 


ま : だ 、 
職員 が 人 間 ら し い 働 き 方 を する た め 
定数 改善 は 欠か せま せん 。 


困難 化す る 中 で 子ども た ちの 豊 
の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で す 。 特 に 小学 校 に お 
じ 成 30 年 度 か ら 新 学 習 指導 要領 の 移行 








計 


期間 に 入り 、 外国 語 
豊か な 学び の 実 
の 日 本 を 担う 子 ど 


























明日 








数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 を 求め る 意見 書 


か な 学び を 実現 する た 








育 実 施 の た め 授 業 時 
現 の た め に は 教職 員 定 
も た ち を 育む 学校 現場 









































に は 長 時 間 労 働 基 


に 





労 








正 が 必要 で あり 、 そ の 


























本 改革 」 の 





で 国庫 





負担 率 が 2 分 の 1 か ら 






































独 





財源 1 











こよ り 人 的 措置 を 行っ て 
治 体 の 財政 を 圧迫 し て いる こと や や 自 
生じ る こと は 大 き な 問 題 で す 。 国 の 施策 と し て 財源 保障 を し 、 子 ども た ち が 全 


治 体 間 の 教育 格差 が 
国 ど こ に 住 

















行政 の 実情 を 十分 
下記 の 措置 を 講 














に 





























記 


計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 





教 
を 2 分 の 1 


以上 、 地 方 E 




















に 復元 する こと 。 
治 法 第 99 条 の 規定 【 


























育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 





こ 基 づき 、 


























意見 書 を 提出 





義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 負 





水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で す 。 豊 か な 子ども の 学び 
E 整 備 は 不可 欠 で す 。 
こ お か れ て は 、 地 方 教育 
画 的 に 教育 行政 を 進め る こと が で きる よう に 


こ 認識 され 、 地 方 自治 体 
じ ら れ る よう 強く 要望 








アテ 























担 割合 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








宮 古 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 9 月 20 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 法 務 大 臣 、 
文部 科学 大 臣 
【 件 名 】 教 職員 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 を 求め る 意見 書 


(趣旨 ) 

子ども た ちの ゆたか な 学び を 保障 し 、 教 職員 の 長 時 間 労 働 正 実現 の た め 、 計 画 的 な 教 
職員 定数 改善 の 推進 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと を 強 
く 時 演ずる 。 






























































(理由 ) 

学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 困 難 化す る 中 で 、 子 ども た ちの ゆたか な 学び を 実現 す 
る た め に は 、 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で ある 。 特 に 小学 
校 に お いて は 、 今 年 度 か ら 新 学習 指導 要領 の 移行 期間 に 入り 、 外 国語 教育 実施 の た め 授 業 
時 間 の 調整 な ど 対応 に 苦慮 する 状況 と な っ て お り 、 子 ども た ちの ゆたか な 学び を 実現 する 
た め の 教 職員 定数 改善 が 最 重要 課題 と な っ て いる 。 
また 、 明 日 の 日 本 を 担う 子ども た ち を 育む お 学校 現場 に お いて 、 教 職員 が 人 間 ら し い 働 き 
方 が で きる た め の 長 時 間 労 働 是正 が 必要 で あり 、 そ の た め の 教 職員 定数 改善 が 欠か せな い 
も の と な っ て いる 。 

義務 教育 費 国庫 負担 制度 に つい て は 、 小 泉 政 権 下 の 「 三 位 一 体 改 革 」 の 中 で 、 国 庫 負 揚 
率 が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ た 。 厳 し い 財 政 状況 の 中 、 独 自 財源 で 人 的 措置 
を 行なっ て いる 自治 体 も あり 、 地 方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いる こと や 自治 体 間 の 教育 格 
差 が 生じ る こと は 大 き な 間 題 で も る 。 国 の 施策 と し て 定数 改善 に 向け た 財源 保障 を 行い 、 
子ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと は 憲法 上 の 要請 
で ある 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、2019 年 度 政府 予算 編成 に お いて 、 教 職員 定数 改善 の 推進 と 義務 
教育 費 の 国庫 負担 割合 を 2 分 の 1 に 復元 する よう 強く 要望 する 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








普 代 村 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 9 月 20 日 

【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 
岩手 県 知事 

【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 を 求め る 意見 書 








私 立 学校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いま す 。 

現在 、 私 立 学校 の 経営 基盤 は 、 et に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 を 
大 きく 圧迫 し て いま す 。 ま た 、 生 徒 一 人 当り に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低い 
半生 
こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条 件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 
が 求め られ て いま す 。 

よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よ 2 う 次 の と お 
り 要望 いた し ます 。 

過疎 地域 の 私 立 高 校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 金 を 更に 充実 する こと を 
求め ます 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 





ー 関 市 


【 提 


【 件 




















ライ ド シ ェ ア は 、 
も の で あり 、 利 用 
負わ ず 、 当 事 者 






































また 、 





政府 は 、 規 制 改 革 推 
4 家用 車 で 利用 客 を 送迎 する ライ ド シ ジ シェア の 導入 に 向け た 検討 を 
路 運 送 法 で 禁止 され て きた 、 い わ ゆ る 「 
客 の 安全 ・ 安 心 が 脅 か され る こと や 事業 主体 が 輸送 に 関す る 責任 を 一 切 
ドラ イ バ 


と 
旭 




















進 会 議 等 


が 有識者 か ら も 指摘 され て いま す 。 
ライ ド シ ェ ア は 、Ub e r な どの 


【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 9 月 21 日 
出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 国 土 交 通 大 臣 、 
内 閣 官房 長官 、 内 閣府 特命 担当 大 臣 (規制 改革 ) 

名 】 ラ イド シェ ア の 導入 に 対し て 慎重 な 審議 を 求め る 意見 書 


が 利 

















に お いて 、 一 般 の ドラ イ バ 


に 





































































































海外 で は 、 


全 ・ 安 





に 利用 客 の 安 


事故 の 補償 、 
訴訟 が 提訴 され る な ど 、 様 々 な 問題 が 惹起 
上 記 の よう に 多く の 間 題 を 有する ライ ド シ ェ ア が # 
が 担保 され な い 事 態 が 常態 1 
よ 、 介 護 や 通院 、 買 い 物 等 の 移動 手段 と し て 高齢 者 や 障がい 者 等 の 


安心 
現状 の 地域 公共 交通 


さき 











ーー 











交通 弱者 に と っ て 日 








以上 の こと か ら 、 
が 市 民 に と っ て 、 


~~ 


に 
ー ュ 








常 生活 
地域 の 経済 活動 を 支え る 重要 な 役割 を 担っ て いま す 。 
高齢 者 等 の 交通 手段 に 配慮 し た 特例 制度 を 堅持 し つつ 、 地 域 公 共 
ビス を 提供 で きる 施策 の 推進 を 求め る と 
う よ う 要 請 い た し ます 。 
す 。 


り 一 層 安 全 ・ 安 心 な サー 





以上 、 地 方 E 























ライ ド シ ェ ア の 導入 に つい て は 、 慎 
治 法 第 99 条 の 規 



































E 秩 
ヒ す る 





序 
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ua 
































ーー 





ラー 


っ て いま す 。 























H 客 か ら 輸 送 対価 を 得 














て 





白 タ ク 」 行 為 を 合法 化す る 

















ト 会 有 


と 利用 客 ) 間 で の 紛争 解決 と し て いる こと 等 、 多 く の 問 題 点 

自動 車 配車 アプ リケーション を 利用 し ます が 、 

暴行 事件 、 輸 送 対価 の トラ ブル 、 ド ライ バー の 地位 確認 等 で 集団 
し て いま す 。 


に 地域 で 展開 され れ ば 、 結 果 的 
れ が あり ます 。 














し て お り 、 神 











E 活 や 











を 送る た め に 欠か せな いも の と し て 






























































重 な 審 議 を 行 
定 に より 、 意 見 書 を 提出 しま 


ーー 














交通 
と も 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








ー 関 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 9 月 21 日 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 
【 件 名 】 障 害 者 雇用 促進 法 の 遵守 を 求め る 意見 書 






































い 環 境 に ある 。 











中 央 省庁 が 雇用 する 障がい 者 数 を 水増し し て いた 問題 で 、 政府 は 、 国 の 33 の 行政 機関 の 
8 割 に 当たる 27 機関 で 水増し を し て いた と の 調査 結果 を 公表 し た 。 
働き た い の に 雇っ て も ら え な い 障 が い 者 は 、 健 常 者 に 比べ 就職 する こと が 圧倒 的 に 厳し 






































この た め 、 国 に お いて は 、 障 が い 者 の 雇用 を 守る た め に 、 障 害 者 雇用 促進 法 を 定め た 。 














この 法律 は 、 障 が い 者 の 働く 権利 を 守る た め に 制定 し た も の で あり 、 法 令 に 基づき 行政 



























































を 執行 する こと が 法治 国家 の 基本 的 原理 で ある 。 





























本 来 、 働 ける 権利 を 有する 障がい 者 の 雇用 の 場 を 奪っ た こと や 、 民 間 企 業 に は 、 障 が 











ン 























者 雇用 率 が 未 達成 の 場合 、1 人 に 対し て 月 5 万 円 の 納付 金 を 課す な ど 、 民 間 を 指導 する 立 
場 に ある 中 央 省庁 が ルー ル を 無視 し て いた こと の 実態 の 深刻 さき は 大 きく 、 行 政 不 信 を 増幅 



































し だ 。 












































この こと は 、 日 本 の 障がい 者 福祉 の 歴史 に 大 き な 汚 点 を 残す も の で あり 、 責 任 の 所 在 を 
明確 に する な ど 法 律 を 遵守 する こと を 強く 求め る 。 























以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 


























より 、 意 見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








宇 石 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 9 月 21 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 
【 件 名 】 臓器 移植 の 環境 整備 を 求め る 意見 書 





臓器 移植 の 普及 に よっ て 薬剤 や 機械 で は 困難 で あっ た 臓器 の 機能 回 復 が 可能 と な り 、 多 


















































く の 患 者 の 命 が 救 われ て いる 。 

一 方 、 臓 器 移植 ネッ トワ ー ク が 構築 され て いな い 外 国 に お ける 移植 は 臓器 売買 等 の 懸念 
を 生じ させ 、 人 権 上 ゆ ゆ し き 間 題 と な っ て いる 。 

そこ で 、 国 際 移 植 学 会 は 、 平成 20 年 5 月 に 「 各 国 は 、 自 国民 の 移植 ニー ズ に 足る 臓器 を 









































ム に 関す る イ 



































自国 の ドナ ー に よっ て 確保 する 努力 を すべ きだ 」 と する 主旨 の 「 臓 器 
スタ ンプ ブー ル 宣 言 」 を 行っ た 。 
こう し た 動き が 我が国 に お ける 平成 22 年 7 























取引 と 移植 ツー リズ 





1 の 臓器 の 移植 に 関す る 法律 の 改正 に つ な 

















が り 、 本 人 の 意思 が 不明 な 場合 で あっ て も 家族 の 承諾 に より 臓器 を 提供 する こと が 可能 


な っ た 。 同 法 の 改正 以後 、 脳死 下 で の 臓器 提供 者 








供 者 数 は 64 人 と な っ て いる 。 








よっ て 、 国 











ける 権利 及び 移植 を 受け な い * 


に お いて は 、 国 民 の 臓器 を 提供 する 権 本 



































」、 臓 器 を 提供 し 











ほ 林 を 同等 に 尊重 し つつ 、』 











器 移 植 を 














近 な も の と し て 定着 させ る よう 強く 要望 する 。 























以上 、 地 方 E 

















治 法 第 99 条 の 】 











現 定 【 











こ 基 づき 意見 書 を 提出 し 


Qar( 
TT 





す 。 


は 年 々 増加 し て お り 、 





平成 28 年 の 臓器 提 








な い 権 利 、 移 植 を 受 
民 に と っ て 安全 で 身 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








二 石 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 9 月 21 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 
文部 科学 大 臣 

【 件 名 】 教 職員 定数 の 改善 及び 義務 教育 費 国庫 負担 制度 拡充 に 係る 意見 書 


学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 困 難 化す る 中 で 子ども た ちの ゆたか な 学び を 実現 する 
た め に は 、 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で す 。 特に 小学 校 に 
お いて は 、 平成 30 年 度 か ら 新 学習 指導 要領 の 移行 期間 に 入り 、 外国 語 教育 実施 の た め の 授 
業 時 数 の 調整 な ど 対 応 に 苦慮 する 状況 と な っ て いま す 。 ゆ た か な 学び の 実現 の た め に は 教 
職員 定数 改善 な どの 施策 が 重要 課題 で す 。 ま た 、 明 日 の 日 本 を 担う 子ども た ち を 育む 学校 
現場 に お いて 、 教 職員 が 人 間 ら し い 働 き 方 が で きる た め の 長 時 間 労 働 是 正 が 必要 で あり 、 
その た め の 教 職員 定数 改善 は 欠か せま せん 。 
義務 教育 費 国庫 負担 制度 に つい て は 、 平 成 18 年 度 か ら 国 庫 負担 率 が 2 分 の 1 から 3 分 の 
1 に 引き 下げ られ まし た 。 厳し い 財 政 状 況 の 中 、 独 自 財 源 に より 人 的 措置 を 行っ て いる 自 
治 体 も ちり ます が 、 地 方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いる こと 自治 体 間 の 教育 格差 が 生じ る 
こと は 大 き な 間 題 で す 。 国 の 施策 と し て 定数 改善 に 向け た 財政 補償 を し 、 子 ども た ち が 全 
国 の どこ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で す 。 ゆ た か 
な 子ども の 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で す 。 

よっ て 、 国 会 及び 政府 に お か れ て は 、 地 方 教育 行政 の 実情 を 十分 に 認識 され 、 地 方 自治 
体 が 計画 的 に 教育 行政 を 進め る こと が で きる よう に 、 下 記 の 措置 を 講じ し られ る よう 強く 要 
請 し ます 。 



































































































































































































































































































































































































































記 
1. 計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
2. 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義 務 教 育 費 国 庫 負 担 制 度 の 負担 割合 を 
2 分 の 1 に 復元 する こと 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








二 石 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 9 月 21 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 
岩手 県 知事 

【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 を 求め る 意見 書 

















私 立 学校 は 、 SR 

現在 、 私 立 学校 の 経営 基盤 は 厳し い 環境 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 を 大 
きく 圧迫 し て いま す 。 また 、 有人 か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低い 
4; 

こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 和 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 
が 求め られ て いま す 。 

よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よう 次 の と お 
り 要望 い た し ます 。 
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記 
1. 私 立 学 校 へ の 助成 金 を 更に 充実 させ る こと を 求め ます 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 ee 出 い た し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








盛 岡 市 |【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 9 月 28 日 
【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 胡 官 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 衆 議院 議長 
参議 院 議 


【 件 名 】 教 職員 定数 の 改善 及び 義務 教育 費 の 国庫 負担 拡充 を 求め る 意見 書 


学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 困 難 化す る 中 で 子供 た ちの 豊か な 学び を 実現 する た め 
に は , 教材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 確保 する こと が 不可 欠 で す 。 
特に 小学 校 に お いて は , 平成 30 年 度 か ら 新 学 習 指導 要領 の 移行 期間 に 入り , 外国 語 教育 
実施 の た め の 授 業 時 数 の 調整 な ど 対応 に 苦 應 する 状況 と な っ て いま す 。 豊 か な 学び の 実現 
の た め に は , 教職 員 定 数 改善 な どの 施策 が 最 重要 課題 で す 。 
また , 明日 の 日 本 を 担う 子 供 た ち を 育む 学校 現場 に お いて , 教職 員 が 人 間 ら し い 働 き 方 
が で きる よう , 長 時 間 労働 の 是正 が 必要 で あり , その た め の 教 職員 定数 改善 は 欠か せま せ 
ん 。 
義務 教育 費 国 庫 負 担 制 度 に つい て は , 平成 18 年 度 か ら 国 庫 負 担 率 が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 
1 となり まし た 。 地 方 で は 厳し い 財政 状況 の 中 , 独自 財源 に より 人 的 措置 を 行っ て いる E 
治 体 も も あり ます が , 地方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いる こと や 自治体 間 の 教育 格差 が 生じ る 
こと は 大 き な 問 題 で す 。 国 の 施策 と し て 定数 改善 に 向け た 財源 を 保障 し , 子供 た ち が 全国 
の どこ に 住ん で いて も 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で あり , 子供 の 豊 
か な 学び を 保障 する た め の 条件 整備 は 不可 欠 で す 。 
よっ て , 国 に お いて は , 地方 行政 の 実情 を 十分 に 認識 し , 地方 自治 体 が 計画 的 に 教育 行 
政 を 進め る こと が で きる よう に , 下記 事項 を 実現 する よう 強く 求め ます 。 
記 

1 計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 

2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め , 義務 教育 費 の 国庫 負担 を 拡充 する こと 。 
以上 , 地方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








盛 岡 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 9 月 28 日 


【 提 


【 件 


私 立 学校 は , 


出 先 】 内 閣 総理 大 臣 , 内 閣 官房 長官, 


参議 議院 議長 , 岩手 県 知事 
名 】 私 学 助成 の 充実 を 求め る 意見 書 


公 教 育 の 








現在 , 私 立 学校 が 厳し い 経営 環 


立 学校 と 比べ て 低い こと な ど が , 


な 要 
す 。 


こう し た 状況 の 中 で , 
に , 私 立 学校 の 経営 


求め 


よっ て , この よう な 実情 を 勘案 





因 に な っ て い 3 





一 翼 


J 





育 の 充実 , 発 必 

















こ あ る こと , 4 
Se 


備 な どの 教育 


E 徒 1 人 当たり 








時 


か けら れる 





中 a さ 


財務 大 臣 , 文部 科学 大 臣 , 衆議院 議長 , 








教育 費 が 公 
れ な い 大 き 


ます 。 ま た , 保護 者 の 学費 負担 が 家計 を 大 きく 圧迫 し て いる の が 現状 で 














られ て いま す 。 





の 健全 化 に 





教育 条 人 












































E の 維持 , 向上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 


資す る た め , 運営 費 を 初め と する 公費 助成 の 一 





私 学 助成 を さら に 充実 する よう 強く 求め ます 。 


以上 , 地方 E 


























治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 











を 提出 し ます 。 


= 
Qc 











し , 過疎 地域 の 私 立 高 校 に 対す る 特別 助成 の } 


図る と と も 
層 の 充実 が 





当 額 を 含め , 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








滝 沢 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 9 月 28 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 
文部 科学 大 臣 

【 件 名 】 教 職員 定数 の 改善 及び 義務 教育 費 国庫 負担 制度 拡充 に 係る 意見 書 


学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 困 難 化す る 中 で 子ども た ちの ゆたか な 学び を 実現 する 
た め に は 、 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で す 。 特に 小学 校 に 
お いて は 、2 0 1 8 年 度 か ら 新 学 習 要領 の 移行 期間 に 入り 、 外 国語 教育 実施 の た め 授 業 時 
数 の 調整 な ど 対応 に 苦慮 する 状況 と な っ て いま す 。 ゆ た か な 学び の 実現 の た め に は 教職 員 
定数 の 改善 な どの 施策 が 最 重要 課題 で す 。 ま た 、 明 日 の 日 本 を 担う 子ども た ち を 育む 学校 
現場 に お いて 、 教 職員 が 人 間 ら し い 働 き 方 が で きる た め の 長 時 間 労 働 是 正 が 必要 で あり 、 
その た め の 教 職員 定数 改善 は 欠か せま せん 。 

義務 教育 費 国庫 負担 制度 に つい て は 2 0 0 6 年 度 か ら 国 庫 負 担 率 が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 
1 に 引き 下げ られ まし た 。 厳し い 財 政 状 況 の 中 、 独 自 財 源 に より 人 的 措置 を 行っ て いる 自 
治 体 も ちり ます が 、 地 方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いる こと 自治 体 間 の 教育 格差 が 生じ る 
こと は 大 き な 間 題 で す 。 国 の 施策 と し て 定数 改善 に な けた 財源 保障 を し 、 子 ども た ち が 全 






































































































































































































































































































































国 の どこ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 益 法 上 の 要請 で す 。 ゆ た か 
な 子ども の 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で す 。 
よっ て 、 国 会 及び 政府 に お か れ て は 、 地 方 教育 情勢 の 実情 を 十分 に 認識 され 、 地 方 自治 
体 が 計画 的 に 教育 行政 を 進め られ る よう に 、 下 記 の 措置 を 講じ られ る よう 強く 要請 し ます 。 
記 

1. 子ども た ちの 教育 環境 改善 の た め に 、 計 画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 

2. 教育 の 機会 均等 と 、 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義務 教育 費 国 庫 負 担 制度 の 負担 割 
合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 講 会 名 意見 書 の 内 容 
滝 沢 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 9 月 28 日 
【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 
岩手 県 知事 
【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 に つい て の 意見 書 
私 立 学校 で は 、 公 教育 の 一 糞 NN 発展 に 寄与 し て いま す 。 
現在 、 私 立 学校 の 経営 基盤 は 厳し い 環境 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 を 大 
きく 圧迫 し て いま す 。 また 、 A か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低い 
2.( 
こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条 件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 和 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 
が 求め られ て いま す 。 
よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よ う 次 の と お 
り 要望 いた し ます 。 
記 
過疎 地域 の 私 立 高 校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 金 を 更に 充実 する こと を 
求め ます 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 





北 上 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 10 月 1 日 


【 提 
【 件 


出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 外 務 大 臣 、 内 閣 官房 長官 
名 】 日 本 政府 が 「 核 兵器 禁止 条約 」 に 賭 名 ・ 批 準 す る こと を 求め る 意見 書 








広島 
この 地 





ロロ 








NT 


する 核兵器 反対 の わが 国 
今 、 核 兵器 廃絶 を めざす 潮流 は 、 大 きく 強く な っ て き て 
その 一 つ は 昨年 7 月 、 





・ 長 崎 の 原爆 被爆 か ら 73 年 に な り ま す 。 
天上 か ら 核 兵器 を な くす こと は 斉 





























\ 爆 被害 者 の 悲願 で あり 、 「 非 核 三 原 貞 
の 政策 と も 一 致す る も の で す 。 








字 
「 て 






































いま す 。 
「 核 兵器 禁止 条約 」 が 国連 で 122 カ国 の 碑 成 を 得 て 採択 され た こと 


















































で す 。 こ の 条約 は 「 核 兵器 の 開発 、 実 験 、 生 産 、 製 造 、 取 得 、 保 有 、 貯 蔵 、 移 譲 、 受 令 、 





使用 、 使 用 の 威 跡 」 を 全 下 
一 歩 を 踏み 


さら に 、 























的 に 禁止 する 画 











HH 的 な も の で す 。 





「 核 兵 益 の な い 世 界 」 へ 歴史 的 














ーー 
ュー 


日 し た の で す 。 
の 条約 採択 に 際 


























し ン ヽ 


世界 各国 で 革新 的 な 貢献 を し た と し て 、 昨 年 10 月 に IC 






































AN (核兵器 廃絶 国際 キャ ン ペ ー ン ) が ノー ベル 平和 賞 を 受賞 し まし た 。 こ の こと は 、 核 
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兵器 廃絶 へ 向け て の 国 








「 朝 鮮 半 








よっ "て, 


以上 、 地 方 E 


自 . 
上 の 核 兵 維 廃絶 に 向け た 国際 間 の 調整 役 な ど 主導 的 役割 を 果たす べき で す 。 
政 

















際 的 な 合意 を 強く 後 # 








1 し する も の で す 。 





非核 化 」 の 動き が 始ま っ た 今 こ そ 、 日 本 は 、 唯 一 の 戦争 被爆 国 と し て 、 地 球 





























府 関係 機関 に 対し 、「 述 兵器 禁止 条約 」 に 回 名 ・ 批 准 す る よう 求め ます 。 


























別 名 











治 法 第 99 条 の 規定 に 

















づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








八幡 平 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 10 月 2 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 
文部 科学 大 臣 

【 件 名 】 教 職員 定数 の 改善 及び 義務 教育 費 国庫 負担 制度 拡充 に 係る 意見 書 


学校 現場 に お ける 課題 が 、 複 雑 化 ・ 困 難 化す る 中 で 、 子 ども た ちの ゆたか な 学び を 実現 
する た め に は 、 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で ある 。 特に 、 
小学 校 に お いて は 、2018 年 度 か ら 新 学習 指導 要領 の 移行 期間 に 入り 、 外 国語 教育 実施 の た 
め 授 業 時 数 の 調整 な ど 、 対 応 に 苦慮 する 状況 と な っ て いる 。 ゆ た か な 学び の 実現 の た め に 
は 、 教 職員 定数 改善 な どの 施策 が 最 重要 課題 で ある 。 
また 、 明 日 の 日 本 を 担う 子ども た ち を 育む 学校 現場 に お いて 、 教 職員 が 人 間 ら し い 働 き 
方 が で きる た め の 長 時 間 労 働 是 正 が 必要 で あり 、 そ の た め の 教 職員 定数 改善 は 欠か せな い 。 
義務 教育 費 国 庫 負担 制度 に つい て は 、 2016 年 度 か ら 国 庫 負担 率 が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 
に 引き 下げ られ た 。 茂 し い 財 政 状況 の 中 、 独 自 財源 に より 人 的 措置 を 行っ て いる 自治 体 も 
ある が 、 地 方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いる こと や 、 自 治 体 間 の 教育 格差 が 生じ る こと は 大 
き な 問 題 で ある 。 国 の 施策 と し て 、 定 数 改善 に 向け た 財源 保障 を し て 、 子 ども た ち が 全 国 
の どこ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で あり 、 ゆ た か 
な 子ども の 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で ある 。 

よっ て 、 国 会 及び 政府 に お いて は 、 地 方 教育 行政 の 実情 を 十分 に 認識 し 、 地方 自治 体 が 、 
計画 的 に 教育 行政 を 進め る こと が で きる よう に 、 下 記 の 措置 を 講じ る よう 強く 要望 する 。 
記 

1 計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国 庫 負担 制度 の 負担 割合 
を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 











































































































































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 

















40 











市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 





八幡 平 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 10 月 2 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 


岩手 県 知事 


開 長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 


【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 を 求め る 意見 書 


私 立 学 校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 


現在 、 私 立 学校 の 経営 基盤 は 、 厳 し い 環 境 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 を 


大 きく 圧迫 し て いる 。 ま た 、 生 


こと が 、 


こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条 人 
に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 ( 























が 求め られ て いる 
よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 


を 要望 する 。 





過疎 地域 の 私 立 高校 に 
以上 、 地 方 E 


























治 法 第 9 9 条 の 規定 【 




















、 学 校 教 育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いる 。 


























さき ラ ト 








徒 一 人 当たり に 支出 され る 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低い 
私 学 の 教育 諸 条 件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いる 。 

E の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
こ 資 する た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 


















































mt 


私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よう 下記 





記 


に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 金 を さら に 充実 する こと 。 
こよ り 意 見 書 を 提出 する 。 
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意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 10 月 3 日 

【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
総務 大 臣 

【 件 名 】 教 職員 定数 の 改善 及び 義務 教育 費 国庫 負担 制度 拡充 に 係る 意見 書 




















学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 困 難 化す る 中 で 子ども た ちの ゆたか な 学び を 実現 する 
た め に は 、 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で す 。 特に 小学 校 に 
お いて は 、18 年 度 か ら 新 学習 指導 要領 の 移行 期間 に 入り 、 外 国語 教育 実施 の た め 授 業 時 数 
の 調整 な ど 対 応 に 苦 虐 する 状況 と な っ て いま す 。 ゆ た か な 学び の 実現 の た め に は 教職 員 定 
数 改善 な どの 施策 が 最 重 要 課題 で す 。 ま た 、 明 日 の 日 本 を 担う 子ども た ち を 育む 学校 現場 
に お いて 、 教 職員 が 人 間 ら し い 働 き 方 が で きる た め の 長 時 間 労 働 是 正 が 必要 で あり 、 そ の 
た め の 教 職員 定数 改善 は 欠か せま せん 。 

義務 教育 費 国庫 負担 制度 に つい て は 、 小泉 政権 下 の 「 三 位 一 体 改革 」 の 中 で 国庫 負担 率 
が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ まし た 。 上 厳し い 財 政 状 況 の 中 、 独 自 財源 に より 人 
的 措置 を 行っ て いる 自治 体 も ちり ます が 、 地 方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いる こと や 自治 体 
間 の 教育 格差 が 生じ る こと は 大 き な 問 題 で す 。 国 の 施策 と し て 定数 改善 に むけ た 財源 保障 
を し 、 子 ども た ち が 全 国 の どこ に 住ん で いて も 、 一 定 水 準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 
上 の 要請 で す 。 ゆ た か な 子ども の 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で す 。 

よっ て 、 国 会 及び 政府 に お か れ て は 、 地 方 教育 行政 の 実情 を 十分 に 認識 され 、 地 方 自治 
体 が 計画 的 に 教育 行政 を 進め る こと が で きる よう に 、 下 記 の 措置 を 講じ し られ る よう 強く 要 
請 し ます 。 



































































































































































































































































































































































































































記 
1. 計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
2. 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割合 
を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








戸 市 





[i 
【 提 
【 件 


出 


政府 は 





徴収 を 行 
営 化 を 推 
ズン セ 


、 水 道 施設 
定 で きる 仕組 み を 導入 する 水道 法 の 
コン セッ ショ ン 方 式 と は 、PF I の 一 類型 で 、 自 
に つい て その 運営 権 を 


ッ シ ジョ 


の 応急 体制 や 他 の 自治 体 へ の 応援 態勢 な ど が 民間 事業 者 に 可能 ヵ 


議決 年 月 日 】 平成 30 年 10 月 3 日 


参議 院 


ヽ 参議 院 


先 】 衆 衆 』 議院 議長 


議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 


厚生 労働 大 臣 


名 】 水道 民営 化 を 推し 進め る 水道 法 改 正 案 の 成立 に 反対 する 意見 書 











sh 

















a 


部 を 改正 する 法律 








う 公 共 施 設 
し 進め る も の だ 。 











民 の 


治 








司 祉 と は か 














ン 方 式 の 導入 は 、 住 











モニ タリ ング する 人 材 や 技術 者 を どう 確保 する の か 、 


し も 老朽 管 の 更新 や 耐震 化 対策 を 推進 する 方 策 と な ら ず 、 
を 和田 か す 事 態 
麻生 副 総 理 は 2013 年 4 月 、 
と 発言 し 、 
ィ リ ピン ・ マ ニラ 市 は 水道 料金 が 4 て 5 倍 
雨水 まで 有料 化 さ れ 革 動 が 起き た 。 フ ラン ス 
治 体 で 








営 が 問題 
水 は 市 


な い 水 道 事業 は 
的 な 生活 を 営む 権利 を 破壊 
よっ て 、 

















ン 





と な りか ね な い 。 
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米 シ ンク 


























政府 は 水道 事業 の 















































と な り 、 世 界 の 多く の E 









































し か ね な い 。 
国会 及び 政府 に 対し 、 安 心 、 




















き 持 


タン ク の 講 














・ ノ パリ 

















民 の 生活 や 経済 活動 を 支え る 重要 な ライ フラ イン だ 。 
民営 化 に な じ ま ず 、 す べ て の 人 が 


安全 の 水道 








誠実 に 対応 され る よう 強く 求め る も の で ある 。 


1 . 水道 


2. 将来 に 


の 充実 、 
以上 、 地 方 











記 


築 し 、 





こわ た っ て 持続 可能 な 水道 を 構 
強化 、 財 源 措 置 を 行う こと 。 


治 法 第 99 条 の 規定 に よ 















































り 意 見 書 


民間 事業 者 


演 で 「 日 
民営 化 に まい 進 し て きた 。 
に 上 跳ね上がり 、 ボ リビア ・ コ チャ バン バ 市 で は 


水道 の 








に 関す る 公共 施設 等 運営 権 (コン セッ ショ ン ) 方 式 を 民間 事業 者 に 設 
案 を 提出 し 、 成 立 を 














指し て いる 。 

















体 が 所 有 権 を 有 し た ま 
< 設定 する や り 方 で 、 

















け 離 れ た 施策 で ある 。 














ま 、 利 用 准 
水道 事業 の 民 


























$$ 災害 発生 ニコ 











、 更新 事 
和洋 夫人 


水道 法 の 目的 で 








な ど 




















と ころ が 、 水 道 が 





市 で は 料金 高騰 に 加え 





公営 化 が 相次い で いる 。 














本 の 水道 は すべ て 


2 
る 。 まだ 。 
ある 公共 の 








福祉 





民営 化す る 」 
民営 化 さ れ た フ 





不透明 な 赤字 経 





と 生活 に 欠か せ 








型 民 の 生命 





安全 、 低 廉 で 安定 的 に 水 








を 使用 し 、 衛 生 

















事業 を 守る た め 、 下記 の 














の 事項 に つい て 





業 に コン セッ ショ ン 方 式 の 導入 を 促す 水道 法 の 一 部 改正 案 は 、 廃案 ( 





基盤 強化 を 進め る た 





を 提出 する 。 


こす る こと 。 
め 、 必 要 な 支援 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








金ケ崎 町 【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 12 月 12 日 

【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 
岩手 県 知事 

【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 に 関す る 意見 書 








私 立 学校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いま す 。 

現在 、 私 立 学校 の 経営 基盤 は 、 Eee 保護 者 の 学費 負担 は 家計 を 
大 きく 圧迫 し て いま す 。 ま た 、 生 徒 一 人 当り に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低い 
半生 
こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条 件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 和 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 
が 求め られ て いま す 。 

よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よう 次 の と お 
り 要望 いた し ます 。 

過疎 地域 の 私 立 高校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 金 を 更に 充実 する こと を 
求め ます 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








軽米 町 





【 議 決 年 月 日 】 平 成 30 年 12 月 12 日 


【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 衆 議院 議長 、 
【 件 名 】 消 費 税 1 0% 増 税 の 中 止 を 求め る 意見 書 


第 2 次 安倍 政権 と な っ て か ら 、「 賃 金 が あがら な い 」「 物 価 の 高騰 」「 有 


























参議 院 議長 


E 金 が 減っ た の に 、 








医療 も 介護 も 負担 が 重 過 ぎ る 」 な ど 庶 民 の 生活 は 苦し く な る ば か り で す 。 一 方 で 大 企業 と 
富裕 層 は アベ ノミ クス の 恩恵 を うけ て 史上 最高 の 収益 を 上 げ て いま す 。 大 企業 と 中 小 企業 、 
一 部 の 富める 者 と 大 多数 の 庶民 、 都 市 と 地方 等 、 














深刻 な 影響 を 与え て いま す 。 ま た 、 東 日 本 大 震 災 ・ 
すぅ 
この よう な と き に 消費 税率 1 09%} 


【 








ら が 正念 場 と な り ま 












































迫 さ せる こと に な り ま す 。 


いま 必要 な こと は 、 











費 削 減 に 取り 組む 等 、 
先決 で す 。 ま た 、 所 得 
原則 に 沿っ て 巨額 の 富 を 敬 え て いる 大 企業 と 富裕 
を すす め 、 国 民 本 位 の 予算 に 転換 する こと が 必要 で す 。 そ も そ も 税 
子育て 支援 、 炎 害 対策 と 復 具 な ど に 優先 し て つか うべ き で す 。 そ 





















































配 の 視点 か ら 社 会 保障 、 












































消費 税 の 増税 で は な く 、 徹 底 し た 行政 改 
と 、 税 金 の 集め 方 や つか い 方 を 日 本 国 意 法 の 原則 に 基づい て 




















身 を 切る 改革 と 同時 に 、} 
























































うす れ ば 格差 と 貧困 を 基 正 し 、 景 気 の 回 復 に も 役立ち 





























消費 を 抑制 し 了 京 気 悪 人 











活 を 維持 する こと が 














【 





中 止 す る よう 求め ま 





















































難 に な る こと か ら 、2019 香 
すず 2。 
以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提 












































格差 は 拡大 し 、 地 方 の 経済 や 住民 生活 に 
波 か ら の 復興 と 生活 再建 も これ か 























肖 税 の 実施 は 、 地 域 経済 の 崩壊 と 地域 住民 の 生活 を 如 


に よる 無駄 を 削減 する こ 
緊 換 す る こと で す 。 国 会 の 歳 
当 大 する 歳出 予算 に 歯止め を か ける こと が 
前 と せ ず に 、 応 能 負 担 の 
層 に 応 分 の 負担 を 求め る 税制 へ の 見 直し 
な は 、 富 の 社会 的 再 分 






































を 招 き 、 地 方 経済 に 深刻 な 影響 を も た らし 、 低 所 得 者 に と っ て 生 
E1 0 月 か ら の 消費 税 1 0% の 実施 を 
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